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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

決算年月 平成16年４月 平成17年４月 平成18年４月 平成19年４月 平成20年４月

売上高 （千円） 1,360,601 1,602,496 2,031,763 2,254,271 2,059,634

経常利益又は経常損失

（△）
（千円） △114,968 137,062 237,148 34,473 △26,419

当期純利益又は当期純損

失（△）
（千円） △260,995 120,371 286,311 49,197 △307,303

持分法を適用した場合の

投資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 668,900 668,900 708,849 1,274,424 1,274,424

発行済株式総数 （株） 3,762 3,762 8,368 10,663 10,663

純資産額 （千円） 80,162 200,534 566,743 1,747,091 1,439,787

総資産額 （千円） 1,044,681 1,362,024 1,717,672 3,215,200 2,023,226

１株当たり純資産額 （円） 21,308.42 53,305.21 67,727.51 163,846.15 135,026.52

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配

当額）

（円）
－

（－）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

１株当たり当期純利益金

額又は当期純損失金額

（△）

（円） △130,172.17 31,996.79 37,265.53 4,755.70 △28,819.63

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） － － － 4,562.10 －

自己資本比率 （％） 7.7 14.7 33.0 54.3 71.2

自己資本利益率 （％） － 85.8 74.6 4.3 △19.3

株価収益率 （倍） － － － 37.2 －

配当性向 （％） － － － － －

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △97,521 △422,572 632,281 △1,059,873 234,856

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △176,572 △57,543 △95,567 △256,854 △31,590

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 645,067 174,829 △26,216 1,108,355 △349,680

現金及び現金同等物の期

末残高
（千円） 393,337 88,050 598,548 390,175 243,761

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

39

（－）

46

(6)

65

(5)

73

(4)

79

(4)

　(注) １．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。
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４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第18期以前は、新株引受権及び新株予約権の残高はあ

りますが、各期において当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。ま

た、第20期は、潜在株式は存在するものの、1株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

５．第16期の自己資本利益率については、期首の純資産額がマイナスのため記載しておりません。

６．株価収益率については、第18期以前は、当社株式は非上場であるため記載しておりません。また、第20期は、当

期純損失のため記載しておりません。 

７．当社は平成18年３月17日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。
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２【沿革】

年月 事項

昭和59年１月 エレクトロニクス分野における電子部品組立を事業目的として太洋製作所を創業

昭和63年５月 秋田県仙北郡（現仙北市）角館町西長野に有限会社太洋製作所を設立

平成３年６月 株式会社太洋製作所に組織変更

平成３年10月 秋田県仙北郡（現仙北市）角館町雲然に本社移転、新社屋建設

平成８年２月 中小企業庁より研究開発支援事業の「中小企業創造活動促進法」に基づく研究開発支援事業の認

定を受ける

平成８年５月 半導体パッケージ検査装置開発

平成９年３月 通産省より「特定新規事業実施円滑化臨時措置法（新規事業法）」に基づく支援事業の認定を受

ける

平成９年５月 株式会社太洋製作所に商号変更

平成９年７月 リードフレーム検査装置（ＭＶ7000シリーズ）販売開始

平成12年12月 リードフレーム検査装置用画像処理強化システム「inspecⅠ」開発完了

平成13年１月 インスペック株式会社に商号変更

平成13年４月 愛知県小牧市に名古屋オフィス開設

平成14年１月 ＢＧＡ検査装置及びテープ検査装置用画像処理内製コンピュータ「inspecⅡ」開発完了

平成14年３月 inspecⅡを搭載したＢＧＡ検査装置（ＢＦ2000シリーズ）販売開始

平成14年７月 inspecⅡを搭載したテープ検査装置（ＴＲ2000シリーズ）販売開始

平成15年３月 東京都港区に東京オフィス開設

平成16年４月 名古屋オフィスを愛知県春日井市に移転し、Ｒ＆Ｄセンターとして拡張

平成17年３月 液晶ＴＦＴアレイ検査装置用画像処理内製コンピュータ「inspecⅢ」開発完了

平成17年６月 inspecⅢを搭載した大型液晶用ＴＦＴアレイ検査装置（ＦＰ3000シリーズ）販売開始

平成17年10月 ハイエンド検査システム用オリジナルラインＣＣＤカメラ（17,000画素）開発完了

平成18年６月 株式会社東京証券取引所マザーズ市場へ上場 

平成18年７月 福岡県福岡市に九州サポートセンター開設

平成18年10月 本社工場増改築工事竣工
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３【事業の内容】

　当社は、エレクトロニクス業界の中で特にデジタル機器の製造過程で重要な役割を担っている外観検査装置の専業

メーカーとして事業活動を行っております。

　携帯電話やデジタルカメラ、液晶テレビなどに代表されるデジタル家電には、多数の半導体や液晶表示装置が使用さ

れておりますが、それらの機器内部には多くの精密な配線回路が張り巡らされており、その配線回路がひとつでも切

れたり（断線）、隣の線と接触（ショート）するなどの欠陥が発生すると製品自体が不良品となってしまいます。こ

のような配線回路上の欠陥の有無を検査する装置が外観検査装置です。

　当社の外観検査装置及び画像処理モジュールは、半導体に使用される精密配線板である半導体パッケージなどの検

査に使用される他、ファインピッチ化したプリント配線板の最終外観検査やシート状電子部品材料などのインライン

検査用モジュールとして使用されています。

　これらの外観検査ニーズに対応する製品として当社は、半導体パッケージ外観検査装置及びインライン検査モ

ジュールの開発、製造、販売及び保守サービスを行っております。当社の製品は原則として受注生産となっておりま

す。

　また、当社の検査装置には、自社で開発した画像処理システムを搭載しており、次のとおり世代別にその構成及び機

能が異なります。

inspecⅠ：市販の画像処理コンピュータとカメラの間に取り付けて性能を向上させる前処理装置。

カメラからの画像信号を本装置が持つハードウェアでの画像処理機能で前処理をし、検査性能を向上さ

せる機能を持つ。

inspecⅡ：8,000画素ラインＣＣＤカメラ（注１）の画像を高速処理できる画像処理専用コンピュータ。

上記カメラの画像処理をハードウェアで実行できるため、ソフトウェアで処理をする場合と比較して

100倍以上の処理速度を持つ。

検査できるサイズに制限があるため、半導体パッケージのような小さなサイズの検査を対象とする。

inspecⅢ：16,000画素ラインＣＣＤカメラの画像を高速処理できる画像処理専用コンピュータ。

inspecⅡと比較して約３倍の処理速度を持ち、検査できるサイズに制限がないため、液晶ガラス基板のよ

うな大きな物の検査が可能となる。

inspec-SE1：8,000画素ラインＣＣＤカメラ対応のソフトウェアベースの画像処理コンピュータシステム。 

ソフトウェア処理の長所である柔軟性を活かしたソフトウェアベースの画像処理コンピュータシステ

ム。

 　   inspec-SE2：8,000画素ラインＣＣＤカメラ対応のソフトウェアベースのマルチＣＰＵ画像処理コンピュータシス

　　　　　　　　テム（注２）。

１つのカメラデータを複数台のコンピュータで分散処理させるシステムで、ソフトウェア処理の長所で

ある柔軟性を活かしつつ、欠点である処理速度の問題をクリアしたソフトウェアベースの画像処理コン

ピュータシステム。

(注１)ラインＣＣＤカメラ： 

　１次元のイメージセンサの一種。線状にセンサーの素子が並んでいるため、線状の画像データしか取り込め

ません。そのため、カメラ又は被撮像物を少しずつずらしながら連続的に撮像し（スキャン動作）２次元の

画像データを構築します。素子の並びが線状なので非常に高密度に配置ができるため、高解像度の撮像に適

しております。

（用途例：コピー機、ファックス、人工衛星用カメラ、半導体検査機等）

(注２)マルチＣＰＵ画像処理コンピュータシステム： 

　１つのカメラデータを複数に分散させ、それを複数のコンピュータで処理させるシステム。１台のコン

ピュータで処理した場合に比較して、Ｎ台のコンピュータで処理した場合、Ｎ倍の速度を実現できる。
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(1）半導体パッケージ外観検査装置

　半導体パッケージは、半導体のシリコンチップと一体になって使用される精密回路基板であり、半導体の基幹部品

であります。当社の半導体パッケージ外観検査装置は、検査対象物である半導体パッケージを複数のラインＣＣＤ

カメラで撮像し、取得した画像データを自社開発の画像処理専用コンピュータ（inspecⅡ）によりリアルタイムで

解析を行い、半導体パッケージに形成されている微細な配線回路上の欠陥を特定する機能を備えております。

　検査装置で特定された欠陥には、真性の欠陥（実際の欠陥）と擬似欠陥（単にゴミなどが付いていたために欠陥

として判断されたもの）がありますが、この判別を自動的に行う機能を備えているものと、作業者が再確認し真性

の欠陥であるかどうか判別したうえで最終判断をするものがあります。

　半導体パッケージの系統図

　半導体パッケージ外観検査装置の製品及び用途は次のとおりです。

品目名 製品名 用途

テープ検査装置

ＴＲ2000

ＴＲ3000

ＴＲ8000

ＴＣＰ（注３）、ＣＯＦ（注４）などのＴＡＢテープ（注５）及

びＴＣＳＰ（注６）の外観（オープン、ショート、しみ、変色等）

の検査に使用。

ＢＧＡ検査装置
ＢＦ2000

ＢＦ8000

樹脂基板タイプのＢＧＡ（注７）、ＣＳＰ（注８）の外観検査に

使用。

リードフレーム検査装置 ＬＦ2000
リードフレーム（エッチング品、プレス品：注９）の変形及び外

観検査に使用。

(注３)ＴＣＰ：テープ・キャリア・パッケージ

　液晶やプラズマディスプレイ用の表示ドライブＩＣに使用される半導体パッケージ

表示ドライブＩＣ：液晶の表示を実現している多数の画素の一点一点について、光をＯＮ・ＯＦＦさ

せるための電気を制御する半導体。

(注４)ＣＯＦ：チップ・オン・フィルム

　液晶用の表示ドライブＩＣに使用されるＴＣＰより精密な半導体パッケージ

(注５)ＴＡＢテープ：

　ＴＣＰやＣＯＦなど、表示ドライブＩＣ用半導体パッケージの通称

(注６)ＴＣＳＰ：テープ・チップ・スケール・パッケージ

　携帯電話等に使用される小型軽量の半導体パッケージ

(注７)ＢＧＡ：ボール・グリッド・アレー

　プリント基板に表面実装される半導体パッケージ

(注８)ＣＳＰ：チップ・スケール・パッケージ

　携帯電話等に使用されるＢＧＡより小型の半導体パッケージ

(注９)リードフレーム：

　車載用半導体などに使用される金属薄板をベースとした半導体パッケージ
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(2）フラットパネルディスプレイ検査装置

　液晶やプラズマディスプレイに代表されるフラットパネルディスプレイ（平面表示装置）を対象とした検査装置

のうち、現在当社が製品化しているのは液晶ＴＦＴアレイ検査装置（プラズマディスプレイを対象とした検査装置

ではありません）及び小型液晶パネル検査装置であります。

　液晶ＴＦＴアレイ検査装置は、検査対象物である液晶用ガラス基板上に形成されたＴＦＴアレイ（液晶の画素を

オンオフさせるための薄膜トランジスタ）の微小回路パターンを自動で検査するシステムであり、分解能（検査の

細かさ）と機能において高い技術が要求されます。

　当該検査装置は、液晶用ガラス基板を自社開発した複数の高分解能ラインＣＣＤカメラで撮像し、取得した画像

データを自社開発の画像処理専用コンピュータ（inspecⅢ）によりリアルタイムで解析を行い、ガラス基板上に形

成されている微細なＴＦＴ回路パターン上の欠陥を特定する機能を備えております。

　小型液晶パネル検査装置は、携帯電話やカーナビ等の小型液晶について、ＴＦＴガラス基板とカラーフィルターガ

ラス基板の張り合わせ及び切断後のパネルについて、外観上の微細な傷及びガラス基板上に形成されている信号線

の配線パターンを精密検査する装置であり、特に配線パターンの検査はＴＦＴアレイ検査と同様の精密な検査を要

求されるものであります。

　当該検査装置は、ＴＦＴアレイ検査装置で開発した技術とＴＡＢテープ検査装置で開発した技術の両方を応用す

ることで、高度な検査システムを実現しております。

　液晶ＴＦＴアレイ検査装置については、事業の収益性及び将来の成長性を慎重に検討した結果、テレビ用大型ガラ

ス基板検査装置の新規受注は停止することといたしました。今後は納入済み装置の保守業務を継続して行なってま

いります。中小型液晶分野及び新しい表示デバイス（有機ＥＬやフレキシブルディスプレイ等）については、事業

の可能性について継続してリサーチしてまいります。

品目名 製品名 用途

液晶ＴＦＴアレイ検査装置 ＦＰ3000 液晶ＴＦＴアレイの回路パターンの外観検査

小型液晶パネル検査装置　 ＧＳ8000　 小型液晶パネルの張り合わせ及び切断後の外観検査

(3）その他

当社は上記の製品に関する保守サービスを行っており、製品の改良、部品販売及び保守料による収入があります。

[事業系統図]

当社の事業系統図は、次のとおりです。
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４【関係会社の状況】

　　　該当事項はありません。

５【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

　 平成20年４月30日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

　79（4） 38.0 5.3 4,811,389

　(注) １．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー及びアルバイトを含みます。）は、年間の平均人員を

（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(2) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当事業年度における日本経済は、米国サブプライム問題を発端とした金融市場の混乱が世界的な金融不安へと

拡大し、株価の乱高下と急激な円高が原油価格と原材料の高騰によって圧迫されていた企業収益をさらに悪化さ

せることとなりました。

　当社をとりまくエレクトロニクス業界においては、デジタル家電市場を牽引してきた液晶テレビの販売台数は

未だ拡大基調にあるものの、価格競争が激烈化する中で企業間に競争力の格差が鮮明になり、メーカー間による

存続をかけた事業の統廃合が相次ぎました。

　このような状況の中で、当社の主力製品であるＴＡＢテープ検査装置は、ファイン製品対応のパターン検査装置

（ＡＯＩ）の導入が進み、販売実績につながってきている一方で、新たなニーズとして最終外観検査装置（ＡＶ

Ｉ）の引合いが増加してきており、これに対応するための応用開発の作業が増加しております。

　主力製品であるテープ検査装置の当事業年度の受注は33台（納入済み検査装置の改造20台を含む。前事業年度

は納入済み検査装置の改造６台を含む23台）となり、36台（納入済み検査装置の改造23台を含む。前事業年度は

納入済み検査装置の改造２台を含む25台）を販売いたしました。

　また、精密半導体パッケージ基板向けのＢＧＡ検査装置は７台（納入済み検査装置の改造５台を含む。前事業年

度は納入済み検査装置の改造２台を含む５台）、車載用半導体等に使用されるリードフレーム検査装置は１台

（前事業年度は４台）、フラットパネルディスプレイ製品向けのうち、小型液晶パネルの検査装置は６台販売い

たしました。

　次世代の主力製品として取り組んでおりました液晶ＴＦＴアレイ検査装置については、事業の収益性及び将来

の成長性を慎重に検討した結果、テレビ用大型ガラス基板検査装置の新規受注活動を停止し、納入済み検査装置

の保守業務は継続して行ってまいりますが、当該事業を大幅に縮小することを決定いたしました。

　利益につきましては、売上高が期初計画を大幅に下回ったことに加え、テープ検査装置及び液晶ＴＦＴアレイ検

査装置の無償保証費用が増加したことや、原材料などの保有在庫の見直しを行った結果、たな卸資産の評価損及

び廃棄損を計上したことで前事業年度に比べ売上総利益が減少いたしました。販売費及び一般管理費は、テープ

検査装置を中心とした検査装置の要素技術開発や、inspecⅢ及びinspecSE2の応用開発などにより研究開発費が前

事業年度に比べ増加いたしました。

　また、液晶ＴＦＴアレイ検査装置事業を大幅に縮小したことに伴い、たな卸資産の評価損及び廃棄損並びにデモ

ンストレーション用の固定資産の減損損失を特別損失で計上したことに加え、繰延税金資産の回収可能性を検討

した結果、繰延税金資産を全額取崩しました。

　この結果、当事業年度の売上高は20億59百万円（前年同期比8.6％減）、営業損失23百万円（前年同期は営業利益

65百万円）、経常損失26百万円（前年同期は経常利益34百万円）、当期純損失３億７百万円（前年同期は当期純

利益49百万円）となりました。

(2) キャッシュ・フロー

　当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前当期純損失を計上したものの、売

上債権及びたな卸資産の減少等により営業活動によるキャッシュ・フローがプラスとなりましたが、借入金の返

済等により前事業年度末に比べ１億46百万円減少し、当事業年度末には２億43百万円（前年同期比37.5％減）と

なりました。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は２億34百万円（前年同期は10億59百万円の支出）となりました。これは主に、売

上債権の減少４億12百万円、たな卸資産の減少４億２百万円及び仕入債務の減少５億53百万円によるものであり

ます。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は31百万円（前年同期比87.7％減）となりました。これは主に、有形固定資産の取

得による支出29百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は３億49百万円（前年同期は11億８百万円の収入）となりました。これは主に、短

期借入金の純減少額３億円及び長期借入金の返済49百万円によるものです。
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２【生産、受注及び販売の状況】

　当社は単一事業部門でありますので、生産実績、受注状況、販売実績を品目別に示すと次のとおりであります。

(1) 生産実績

　当事業年度の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目別
当事業年度

（自　平成19年５月１日
至　平成20年４月30日）

前年同期比（％）

半導体パッケージ外観検査装置（千円） 1,280,245 54.0

　 テープ検査装置（千円） 1,109,430 53.3

　 ＢＧＡ検査装置（千円） 160,839 120.1

　 リードフレーム検査装置（千円） 9,975 6.3

フラットパネルディスプレイ検査装置（千円） 226,993 61.7

　 液晶ＴＦＴアレイ検査装置（千円） 25,864 7.0

　 その他（千円） 201,128 －

その他（千円） 82,559 118.2

合計（千円） 1,589,798 56.6

(注) １．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．前事業年度までその他に含めておりましたＴＡＢテープ検査装置に付帯するオフラインパンチベリファイ

装置について、受注から生産、販売に至るまでＴＡＢテープ検査装置一式として扱うことが多くなったこ

とから、当事業年度よりテープ検査装置に含めて表示しております。なお、前年同期比については、前事

業年度を変更後の区分に組み替えて行っております（以下の各表についても同様であります）。

　　 オフラインパンチベリファイ装置：

       ＴＡＢテープ検査装置で検出された欠陥の座標データに基づき、ＴＡＢテープの欠陥箇所を撮像し、そ

       れを作業者が見て、真性の欠陥と擬似欠陥（ゴミなど）を識別し、欠陥箇所にパンチで穴を開けて欠

       陥を明示することを連続的に行う装置。

(2) 受注状況

　当事業年度の受注状況を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目別

当事業年度
（自　平成19年５月１日
至　平成20年４月30日）

受注高
（千円）

前年同期比
（％）

受注残高
（千円）

前年同期比
（％）

半導体パッケージ外観検査装置（千円） 1,647,000 103.4 170,900 73.0

　 テープ検査装置（千円） 1,486,100 109.5 170,900 87.6

　 ＢＧＡ検査装置（千円） 160,900 214.4 － －

　 リードフレーム検査装置（千円） － － － －

フラットパネルディスプレイ検査装置（千円） 201,000 87.8 － －

　 液晶ＴＦＴアレイ検査装置（千円） － － － －

　 その他　（千円） 201,000 － － －

その他（千円） 156,962 136.7 14,028 250.5

合計（千円） 2,004,962 103.5 184,928 77.2

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

　当事業年度の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目別
当事業年度

（自　平成19年５月１日
至　平成20年４月30日）

前年同期比（％）

半導体パッケージ外観検査装置（千円） 1,710,100 90.5

　 テープ検査装置（千円） 1,510,200 94.6

　 ＢＧＡ検査装置（千円） 160,900 120.1

　 リードフレーム検査装置（千円） 39,000 24.4

フラットパネルディスプレイ検査装置（千円） 201,000 87.8

　 液晶ＴＦＴアレイ検査装置（千円） － －

　 その他（千円） 201,000 －

その他（千円） 148,534 109.9

合計（千円） 2,059,634 91.4

　　(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．前事業年度及び当事業年度の主要な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次

のとおりであります。なお、当事業年度における株式会社東京カソード研究所の販売実績は、当事業年度の

総販売実績に対する割合が100分の10未満のため記載を省略しております。

相手先

前事業年度
(自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日)

当事業年度
(自　平成19年５月１日
至　平成20年４月30日)

金額
（千円）

割合
（％）

金額
（千円）

割合
（％）

株式会社エム・シー・エス 724,144 32.1 1,129,968 54.9

株式会社旭商工社 563,432 25.0 396,310 19.2

住友金属鉱山株式会社  231,440 10.3 314,959 15.3

株式会社東京カソード研究所 229,121 10.2 － －
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３【対処すべき課題】

　携帯電話やデジタルカメラ、液晶テレビに代表されるデジタル家電を中心に、今後世界市場で大きな成長が期待され

るフラットパネルディスプレイ関連の事業では、目覚しく進化するデジタル機器の需要に対して、最先端の高度な検

査ニーズが求められております。

　このような状況下におきまして当社は、フラットパネルディスプレイ関連の事業にフォーカスし、検査技術における

総合力（高性能画像処理技術、高度なメカトロ（注１）技術、光学センシング（注２）技術等）を生かしたシステム

企画力を核に、半導体パッケージ外観検査装置及びフラットパネルディスプレイ関連検査装置におけるベストソ

リューションを提供し、安定した収益力を高めるとともに最高のＣＳ（顧客満足度）を目指しております。

　当社ではこれらを実現すべく次の課題に取り組んでまいります。

　(注１)メカトロ：

　メカトロニクス。機械工学（メカニクス）と電子工学（エレクトロニクス）を統合した学問分野。機械の制

御などに電子技術を応用、高性能化・自動化を図る。

　(注２)光学センシング：

カメラで像を写す場合に必要とされる、カメラ、レンズ、照明などの複合技術の総称。

製品企画及び開発の効率化

　当社では、高度な画像処理技術を活かし、競争力のある製品開発を継続して行なっております。その開発業務のうち

当社独自の画像処理コンピュータの開発は、ハードウェアからソフトウェアまでの総合的な開発になるため、多額の

投資を必要とします。近年、高性能のハードウェアプラットフォームが海外の専門メーカーからリリースされており、

当社が蓄積してきたハードウェアの設計資産を有効に生かすことができるため、このようなサードパーティーのハー

ドウェアを活用し、開発投資額と開発リスクの低減を図ってまいります。

営業力及び販売力の強化

　当社の主力製品であるＴＡＢテープ検査装置やＢＧＡ検査装置は、ユーザーとして主に国内の大手メーカーに集約

されており、広範囲な販売活動を必要としない市場でしたが、新しいバージョンのＣＳＰ検査装置や、新しく取り組ん

でいる高速インライン検査装置は、潜在ユーザーの数も多く、海外への販売も視野に入れていくことになるため、当社

が属する分野に強みを持つ商社との協力関係の構築等、営業力及び販売力の強化に努めてまいります。

円滑な資金調達

　事業規模の拡大基調に加え顧客の集中的な設備投資が予想されており、短期間にまとまった受注を獲得した場合に

短期資金の需要が大きく発生することが想定されます。これに対応するため、財務部門は営業部門との情報交換を密

にし、資金需要の予測の精度を上げて、タイムリーな資金調達を実施してまいります。
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４【事業等のリスク】

　以下には、当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。

　また、事業上のリスクとして具体化する可能性は必ずしも高くないと見られる事項を含め、投資家の投資判断上、重

要と考えられる事項については、投資家及び株主に対する情報開示の観点から積極的に開示しております。当社はこ

れらのリスクの発生の可能性を認識した上で、その発生の予防及び発生の際の対応に努力する方針ですが、本項目の

記載は当社の事業又は本株式への投資に関するリスクをすべて網羅するものではありません。当社株式に関する投資

判断は、本項目以外の記載内容をあわせて慎重に検討の上、行われる必要があると考えられます。

　なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(1）当社の事業の対象となる市場について

①特定分野に特化した事業戦略について

　当社は、半導体分野及びフラットパネルディスプレイ分野における外観検査に特化した事業戦略をとってお

りますが、フラットパネルディスプレイ分野に関しては、テレビ用大型液晶以外の分野を対象に事業展開を

行ってまいります。

　また、ＴＡＢテープ検査装置においては更なるファイン化への対応を積極的に行い、トップシェアを維持し

ていく方針にあり、液晶パネル市場への依存度は依然高い状態にあります。したがって、液晶パネル市場にお

けるクリスタルサイクル（注）がユーザーの設備投資計画に影響を与えた結果、当社の受注が大きく変動し

た場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　(注)クリスタルサイクル：液晶パネル市場において、需給バランスの波が繰り返されることで、一般にそのサ

イクルは２年前後と言われている。

②業績の季節変動について

　当社の業績は、上半期実績を下半期実績が上回る傾向となっております。一般に、携帯電話、液晶テレビ、パソ

コンなどのデジタル家電は、夏・冬のボーナス商戦、新年度商戦に合わせて新製品の発売計画を立案し、出荷

数量のピークがそれらのタイミングに合うよう生産計画が立てられます。そのため、増産に入るタイミング

は、10月、１月及び４月頃になり、検査装置の増設時期もこのタイミングに連動しているものと推察されます。

　これらの影響により、上半期よりも下半期に出荷及び検収が集中する傾向があり、そのため、売上高も下半期

に集中しております。

　第19期（平成19年４月期）及び第20期（平成20年４月期）の上半期及び下半期の業績は次のとおりです。

　第20期（平成20年４月期）につきましては、主力のＴＡＢテープ検査装置において、当社が期初に計画して

いた一部ユーザーの設備投資計画が縮小方向へ見直されたことなどの影響により、下半期売上高が上半期売

上高を下回っております。

 第19期（平成19年４月期） 第20期（平成20年４月期）

 上半期 下半期 通期 上半期 下半期 通期

売上高（千円） 826,090 1,428,180 2,254,271 1,045,277 1,014,357 2,059,634

（構成比） (36.6%) (63.4%) (100.0%) (50.8%) (49.2%) (100.0%)

営業利益（千円） △60,855 126,517 65,661 14,564 △38,456 △23,891

（構成比） (－%) (－%) (－%) (－%) (－%) (－%)

経常利益（千円） △85,767 120,240 34,473 11,048 △37,467 △26,419

（構成比） (－%) (－%) (－%) (－%) (－%) (－%)

(注) 上記金額に消費税等は含まれておりません。

(2）他社との競合について

　当社の検査装置は、自社で開発した画像処理専用コンピュータをコアとした画像処理システムが競争力の原点

となっており、当社の成長はこの技術に依存していくものと予想しております。当社は、今後も継続して大きな

競争力を持つシステムの開発を進めていきますが、他社が同様のシステムあるいは当社の製品を上回る性能を

発揮するシステムを開発する可能性は否定できないため、本事業において当社が認識している当社の競争力が

失われた場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。
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(3）新製品の開発・販売について

　当社の検査装置は、自社で開発した画像処理専用コンピュータをコアとした画像処理システムを特徴としてお

り、画像処理システムのバージョンアップや検査対象の拡大など、今後も継続して魅力ある製品開発を行ってい

く予定であります。第19期（平成19年４月期）における研究開発費は205,436千円と売上高に対して9.1％の割合

となっており、第20期（平成20年４月期）における研究開発費は273,094千円と売上高に対して13.3％の割合と

なっております。

　新製品開発のためには先行して長期的な投資と大量の資源導入が必要ですが、これらのすべてが新製品・新技

術の創造へとつながる保証はなく、また、新製品や新技術への投資に必要な資金と資源を今後十分確保できると

いう保証もありません。

　さらに、当社がユーザーから支持を獲得できる新製品・新技術を正確に予想することができるとは限らず、開

発した新製品の販売が必ずしも成功する保証もありません。このため、当社が業界とユーザーの変化を十分に予

測できず魅力ある新製品を開発できない場合には、開発のための先行投資が売上に貢献せず、当社の業績に影響

を及ぼす可能性があります。

(4）製品のライフサイクルについて

　当社の検査装置は、軽量化や小型化に向けた技術革新の進展が早いデジタル家電分野の商品を検査対象として

おり、より微細なものを検査する必要から検査性能の向上が求められ、新しいニーズが連続的に発生いたしま

す。半導体分野及びフラットパネルディスプレイ分野のメーカーからは、短期間で性能向上を実現する開発が求

められるため、当社の開発に遅れが生じた場合には、顧客ニーズに対応しきれずに受注のタイミングを逃す可能

性があり、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(5）製品保証について

　当社の検査装置については、品質不良あるいは製品不具合に対して、検収後１年間の無償保証期間を設けてお

ります。製品保証に伴い発生する費用に対しては、過去の実績等をもとに製品保証引当金を計上しております

が、新製品など従来とは異なる仕様の製品などで引当額以上の保証費用が発生した場合、当社の業績に影響を及

ぼす可能性があります。

(6）優秀な人材の確保について

　当社の事業は、ユーザーからの要求に応じて最先端かつ高度な技術力を提供していくことが重要な要素であり

ます。このような要求に対応し、ユーザー満足度を高め、製品の付加価値を高めていくためには、優秀な人材の確

保が重要となります。このため、タイムリーに必要な人材の確保ができない場合や優秀な従業員が多数離職した

場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(7）特定の取引先等への高い依存度について

①販売代理店への依存について

　当社は債権回収の円滑化を主な目的として株式会社旭商工社を販売代理店としており、当社の検査装置を複

数台購入する半導体関連メーカーで取引金額が比較的大きいものについて販売代理店を経由して販売してお

ります。

　当社の総売上高に占める同社への売上高比率は、第19期（平成19年４月期）25.0％及び第20期（平成20年４

月期）19.2％を占めております。当社は同社への依存度を下げるよう努力していく方針であり、これが達成さ

れる前に同社との取引関係に変化が生じた場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　なお、同社との取引条件につきましては、個々の受注毎に当社の見積価格を基に交渉により決定しておりま

す。同社との間で締結している取引基本契約の内容は次のとおりです。

契約名 契約年月日 契約内容 契約期間

取引基本契約 平成16年12月１日 当社が開発及び製造する製品

並びに関連機器等の売買に関

する基本事項

自　平成16年12月１日

至　平成17年11月30日

（自動更新により契約期間

は平成20年11月30日まで

延長されております。）

②特定のユーザーへの依存について

　当社の主力製品であるテープ検査装置の最大のユーザーは株式会社エム・シー・エスであり、同社向け製品

の売上高及び割合は下表のとおりです。
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第19期
（平成19年４月期）

第20期
（平成20年４月期）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

売上高 2,254,271 100.0 2,059,634 100.0

株式会社エム・シー・エス向けの売上高 724,144 32.1 1,129,968 54.9

　当社は、同社との関係は良好であると認識しておりますが、他社への売上高を増加させることによって相対

的に同社への依存度低下を図る方針であります。しかしながら、現時点において同社への依存度が高くなって

おり、同社への高い依存度が解消しない段階において、将来的に同社の方針変更などの理由により当社との取

引が不能となった場合、あるいは同社への売上高が何らかの事情により大きく減少する事態となった場合、当

社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(8）検収時期の変動による業績変動の可能性について

　当社の検査装置は、通常、受注から検収まで約4.5ヶ月を要し、ユーザーの検収に基づき売上を計上しておりま

す。そのため、当社は製品の設計から納品までの製造工程を管理し、計画どおりに売上計上できるように努めて

おりますが、ユーザーの設備投資計画の変更又は事業方針の変更等により、仕様あるいは納期が変更されること

もあります。この場合、１台当たりの製品が比較的高額であることから、ユーザーの検収タイミングによっては、

事業年度期間を前後することで当社の売上が変動し、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(9）繰越利益剰余金のマイナスについて

　当社は、過年度における研究開発投資及び設備投資の影響により前事業年度末の繰越利益剰余金は△187,514千

円となっておりましたが、当事業年度で計上した当期純損失△307,303千円及び固定資産圧縮積立金取崩額1,227

千円により当事業年度末の繰越利益剰余金は△493,590千円になりました。

当社は、次期以降継続して当期純利益を計上し、繰越利益剰余金のマイナスを早期に解消することを経営の最

優先課題と認識しておりますが、事業の進捗が計画どおりに進まない場合、解消までに時間を要する可能性があ

ります。

(10）有利子負債の依存度について

　当社は、事業運営資金の一部を補充するために、借入等の有利子負債に依存しております。

　また、当社の製品は、ユーザーの設備投資計画に基づいて受注いたしますが、複数のユーザーから同時に多数の

注文を受ける可能性があります。この場合、一時的に仕入額が増加し、臨時の資金調達が必要となり、借入等の有

利子負債が発生する可能性があります。

　当社は、有利子負債依存度の低減に努めており、今後も継続して改善するよう努力する所存でありますが、対応

が遅れた場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　当社の有利子負債の内訳

区分
第19期

（平成19年４月期）
第20期

（平成20年４月期）

流動

負債

短期借入金（千円） 300,000 －

一年内返済予定長期借入金（千円） 49,680 41,300

固定

負債
長期借入金（千円） 199,300 158,000

有利子負債計（千円） 548,980 199,300

総資産（千円） 3,215,200 2,023,226

有利子負債依存度 17.1％ 9.9％

(11）知的財産権について

　当社の技術の中には、画像処理専用コンピュータにおけるソフトウェアのように、特許として知的財産権を獲

得するよりも、ノウハウとして保有するほうが事業戦略上優位であると考えられるものもあり、必ずしも全ての

技術について特許を出願する必要はないと考えております。

　当社は、特許の出願については、有用性及び費用対効果を考慮して行っており、当社独自の技術あるいは研究成

果について、必要かつ可能な範囲において特許権等の知的財産権の登録を行い、権利保護に努めることとしてお

りますが、他社により当社の権利が侵害される可能性があります。
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　また、ノウハウとして保有している技術についても他社が利用する可能性もあります。

　一方、当社では、第三者に対する知的財産権の侵害を行っていないものと認識しておりますが、当社の事業分野

における知的財産権の現状を完全に把握することは困難であります。したがって、万一、当社が第三者の知的財

産権を侵害した場合には、損害賠償又は使用差止め等の請求を受ける可能性があります。

　これらの事態が発生した場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(12）経営陣への依存度について

　当社の創業者であり代表取締役である菅原雅史は、経営方針や戦略の決定をはじめ、主要な取引先へのトップ

セールスなど、当社事業において極めて重要な役割を果たしております。また、当社の開発担当取締役である村

上知広は、当社製品の開発において極めて重要な役割を果たしております。現在、両名の退任の予定はなく、当社

も両名に依存しない体制作りを行っておりますが、万一当該体制が構築される以前に両名のいずれかが何らか

の事情で当社を離れる事態となった場合には、当社の事業活動に重大な影響を与える可能性があります。

(13）小規模組織であることについて

　当社は、従業員79名（平成20年４月30日現在）と会社規模が小さいため、社内体制も組織規模に応じたものに

なっております。今後、事業規模が拡大し、それに応じた社内体制の構築が実現できない場合には、迅速かつ適切

な内部管理を行えず、事業運営に制約を受ける可能性があります。

(14）新株予約権の付与と株式価値の希薄化について

　当社は、役員及び従業員に対するインセンティブを目的として、ストックオプション制度を採用しており、旧商

法第280条ノ19に基づく新株引受権と旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権を当社の

役員及び従業員に対して付与しており、今後もストックオプション制度を活用していく所存であります。

　現在付与している新株予約権の行使が行われた場合、保有株式の株式価値が希薄化する可能性があります。平

成20年４月30日現在、ストックオプションによる潜在株式数は1,591株であり、発行済株式総数の14.9％に相当し

ております。

　新株予約権の詳細は、「第一部　企業情報　第４　提出会社の状況　１　株式等の状況　(2）新株予約権等の状況」

をご参照ください。

(15）ベンチャーキャピタル等による株式保有について

　平成20年４月30日現在における当社発行済株式総数10,663株のうちベンチャーキャピタル及びベンチャーキャ

ピタルが組織した投資事業組合（以下「ＶＣ等」と言う。）が所有している株式数は1,278株であり、発行済株式

総数に対する割合は12.0％であります。ＶＣ等による当社株式の所有目的は、一般的に当社の株式上場後に当社

株式を売却してキャピタルゲインを得ることであり、ＶＣ等が所有する当社株式の全部又は一部を売却する可

能性があります。これらの事態が発生した場合、当社株式の市場価格が影響を受ける可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

当社は主要取引先と以下の契約を締結しております。

（販売関係の契約）

相手先名 契約名 契約年月日 契約内容 契約期間

株式会社旭商工社 取引基本契約 平成16年12月１日 当社が開発及び製造する

製品並びに関連機器等の

売買に関する基本事項

自　平成16年12月１日

至　平成17年11月30日

（自動更新により契約期

間は平成20年11月30日

まで延長されておりま

す。）

６【研究開発活動】

当社は、液晶ＴＦＴアレイ検査装置事業の大幅な縮小を決定いたしましたが、液晶ＴＦＴアレイ検査で培った

超高速精密検査技術とオリジナルの１万７千画素ラインカメラを応用し、新たな製品ラインナップとして「高速

インライン外観検査システム」を開発しました。このシステムは、当社の特徴であるハードウエア処理技術が有

効に生かされており、処理速度の高速性において高い競争力を持つシステムとなっております。その検査モ

ジュールを組み込んだ高速インライン検査システムを今後の主力製品のひとつとして注力していく方針であり

ます。

当期における研究開発費の総額は、テープ検査装置を中心とした検査装置の要素技術開発や、inspecⅢ及び

inspecSE2の応用開発などにより前事業年度に比べ増加し、273,094千円（前期比32.9％増）となりました。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積り

　当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されております。この

財務諸表の作成に当たり、過去の実績や状況に応じ合理的と考えられる要因に基づき、見積り及び判断を行って

いるものがあります。このため、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合

があります。

　当社は、特に以下の重要な会計方針が、当社の財務諸表の作成において使用される当社の重要な判断と見積り

に大きな影響を及ぼすと考えております。

①貸倒引当金

　当社は、売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。しかしながら、顧客の

財政状態が悪化し、その支払能力が低下した場合、追加引当が必要となる可能性があります。

②製品保証引当金

　当社は、製品の売上を認識する時点で、製品検収後１年間の無償保証期間における無償保守に係る費用の

見積額を計上しております。費用の見積りは過去の実績に基づき、売上高に一定割合を乗じて算定しており

ますが、実際の製品の瑕疵に伴う無償保守費の発生額が見積りと異なる場合は、製品保証引当金の修正が必

要となる可能性があります。

③たな卸資産

　当社は、たな卸資産のうち、主に製造委託先に支給する部品やメンテナンス用の部品について、将来の使用

可能性を個々に判断し、使用可能性の低い部品については評価損を計上しております。製品の安定生産のた

めには、供給の不安定な部品や長納期の特殊部品は一定数量を確保しておく必要があります。しかしなが

ら、半導体分野及びフラットパネルディスプレイ分野では技術革新の進展が早く、過去に使用していた部品

を使用しなくなる可能性があります。この場合、追加の評価減が必要になる可能性があります。

(2) 財政状態の分析

当事業年度末の総資産は 20億23百万円（前事業年度末比 11億91百万円減）となりました。これは主に当期

純損失の計上による株主資本の減少、売掛金、仕掛品及び建設仮勘定等の有形固定資産の減少によるものです。

各項目の分析は次のとおりです。

①流動資産

　当事業年度末における流動資産の残高は14億９百万円（前事業年度末比 10億81百万円減）となりまし

た。減少の主な要因は、売上高減少に伴う売掛金（前事業年度末比 ４億12百万円減）の減少、受注残高の減

少に伴う仕掛品（前事業年度末比 ４億62百万円減）の減少によるものです。この影響により、営業活動に

よるキャッシュ・フローはプラスとなりましたが、借入金の返済に伴う財務活動によるキャッシュ・フ

ローのマイナスにより、現金及び預金（前事業年度末比 １億46百万円減）は減少いたしました。

②固定資産

　当事業年度末における固定資産の残高は６億14百万円（前事業年度末比 １億10百万円減）となりまし

た。増加の主な要因は、デモンストレーション用検査装置等の取得に伴う工具器具備品（前事業年度末比

 65百万円増）によるものです。減少の主な要因は、減価償却等に伴う建物（前事業年度末比 30百万円減）

の減少、デモンストレーション用検査装置の完成及び減損損失処理に伴う建設仮勘定（前事業年度末比 １

億26百万円減）の減少によるものです。

③流動負債

　当事業年度末における流動負債の残高は３億94百万円（前事業年度末比 ８億42百万円減）となりまし

た。増加の主な要因は、前事業年度末が流動資産で計上した未収消費税等であったため、残高がなかった未

払消費税等（前事業年度末比 40百万円増）の増加によるものです。減少の主な要因は、原材料仕入高の減

少に伴う支払手形（前事業年度末比 ３億76百万円減）及び買掛金（前事業年度末比 １億77百万円減）の

減少、返済に伴う短期借入金（前事業年度末比 ３億円減）の残高がなくなったことによるものです。

④固定負債

　当事業年度末における固定負債の残高は１億88百万円（前事業年度末比 42百万円減）となりました。減

少の主な要因は、返済及び一年内返済予定長期借入金の振替に伴う長期借入金（前事業年度末比 41百万円

減）の減少によるものです。

⑤純資産

　当事業年度末における純資産合計の残高は14億39百万円（前事業年度末比 ３億７百万円減）となりまし

た。減少の要因は、当期純損失（３億７百万円）の計上によるものです。
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(3) 経営成績の分析

　当事業年度は、ＴＡＢテープ検査装置及びＢＧＡ検査装置のファイン化対応を中心に主要顧客からの受注を獲

得し、受注額は20億４百万円（前事業年度比 3.5%増）と前事業年度に比べ増加いたしました。

　当事業年度の受注高は増加したものの、前事業年度の受注残高が少なかったため、当事業年度の売上高は20億

59百万円（前事業年度比8.6%減）となりました。

　また、売上高減少に伴う売上総利益の減少の影響により、赤字に転じ、営業損失は23百万円（前事業年度は営業

利益65百万円）、経常損失は26百万円（前事業年度は経常利益34百万円）、当期純損失は３億７百万円（前事業

年度は当期純利益49百万円）といずれも前事業年度に比べ減益となりました。

①売上高

品目別の売上高は下表のとおりです。

品目区分
前事業年度 当事業年度

金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％）

半導体パッケージ外観検査装置 1,890,330 83.9 1,710,100 83.0

 テープ検査装置 1,596,580 70.8 1,510,200 73.3

 ＢＧＡ検査装置 133,950 5.9 160,900 7.8

 リードフレーム検査装置 159,800 7.1 39,000 1.9

フラットパネルディスプレイ検

査装置
228,800 10.1 201,000 9.8

 液晶ＴＦＴアレイ検査装置 228,800 10.1 － －

 その他　 － － 201,000 9.8

その他 135,141 6.0 148,534 7.2

合計 2,254,271 100.0 2,059,634 100.0

(注) 前事業年度までその他に含めておりましたＴＡＢテープ検査装置に付帯するオフラインパンチベリファイ

装置について、受注から生産、販売に至るまでＴＡＢテープ検査装置一式として扱うことが多くなったこ

とから、当事業年度よりテープ検査装置に含めて表示しております。なお、前事業年度を変更後の区分に

組み替えて表示しております。

当事業年度の売上高のうちテープ検査装置では、ファイン化対応の検査装置の販売及び導入済み検査装

置のファイン化対応の改造販売が堅調に推移し、15億10百万円（前事業年度比 5.4%減）となりました。Ｂ

ＧＡ検査装置の売上高については、１億60百万円（前事業年度比 20.1%増）と前事業年度に比べ増加する

ことができましたが、リードフレーム検査装置の販売は１台のみとなり、39百万円（前事業年度比 75.6%

減）となりました。次世代の主力製品として取り組んできました液晶ＴＦＴアレイ検査装置の売上高につ

いては、事業の収益性及び将来の成長性を慎重に検討した結果、テレビ用大型ガラス基板検査装置の新規受

注は停止することとしたため、売上高実績はありませんが、小型液晶パネル検査装置を６台販売し、フラッ

トパネルディスプレイ検査装置全体では、２億１百万円（前事業年度比 12.2%減）となりました。

②売上原価及び売上総利益

　当事業年度における売上原価は14億64百万円（前事業年度比 10.4%減）となり、原価率は71.1%（前事業

年度 72.5%）と前事業年度より1.4ポイント改善いたしました。

　これは、前事業年度に発生した主力のテープ検査装置のバージョンアップ開発とその後の初期立上げ作業

や、新規に獲得した顧客向け初号機の追加要求仕様対応などが解消したことによります。

　この結果、売上総利益は５億95百万円（前事業年度比 4%減）となりました。
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③販売費及び一般管理費及び営業損失

　販売費及び一般管理費は６億19百万円（前事業年度比 11.7%増）となりました。増加の主な要因は、研究

開発費２億73百万円（前事業年度比 32.9%増）によるものです。

　この結果、営業損失は23百万円（前事業年度は営業利益65百万円）となりました。

④営業外損益及び経常損失

　営業外収益では、主に補助金収入２百万円（前事業年度は－百万円）及び消費税等還付加算金１百万円

（前事業年度は－百万円）を計上しております。営業外費用では、主に支払利息４百万円（前事業年度は８

百万円）及び為替差損１百万円（前事業年度は４百万円）を計上しております。

　この結果、経常損失は26百万円（前事業年度は経常利益34百万円）となりました。

⑤特別損益及び当期純損失

　特別利益では、貸倒引当金戻入益２百万円（前事業年度は－百万円）を計上しております。特別損失では、

たな卸資産廃棄損１百万円（前事業年度は－百万円）、たな卸資産評価損１億15百万円（前事業年度は－

百万円）及び減損損失87百万円（前事業年度は－百万円）を計上しております。

　この結果、税引前当期純損失は２億28百万円（前事業年度は税引前当期純利益１億７百万円）となり、法

人税等を78百万円（前事業年度は58百万円）計上し、当期純損失は３億７百万円（前事業年度は当期純利

益49百万円）となりました。

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社の事業は、半導体分野及びフラットパネルディスプレイ分野の設備投資に依存しております。特に液晶分

野については、液晶パネル市場におけるクリスタルサイクルの影響を大きく受ける分野であるため、設備投資が

低迷する時期においては、当社の経営成績に影響を与える可能性があります。

　一般にクリスタルサイクルの下降局面において、半導体分野及びフラットパネルディスプレイ分野の多くの

メーカーは、新製品の開発を進めますが、これらの新製品は、製品の小型化や軽量化につながるものが多く、検査

装置の視点から見ればより高性能の検査装置が求められることになります。

　このような背景から、高性能の検査装置を半導体分野及びフラットパネルディスプレイ分野のメーカーに供給

している当社では、開発段階から検査工程の相談があり、新製品対応の新しい検査装置のテスト導入や量産試作

用検査装置のニーズが発生しております。

　当社では、常にハイエンドの検査ニーズに対応することで、ユーザーからの次世代向け最先端のニーズをいち

早く取り込み、他社に先駆けて新製品を提案していくことができる顧客との関係を維持していくよう努めてま

いります。これらが実現した場合、クリスタルサイクルの下降局面の影響を最小限に抑え、安定した経営を営む

ことが可能となります。

(5) 戦略的現状と見通し

　当社の事業における基本戦略として、外観検査装置の中でもハイエンドのニーズに対応した分野に絞り込んだ

活動をしております。この分野では、要求される技術レベルが極めて高いため、開発に要求される負荷が大きい

半面、価格競争になる可能性が小さく、常に高い競争力を維持できる状態での事業展開が可能です。

　この戦略を基本として、常に圧倒的な競争力をベースとした事業展開を継続していく考えであります。

　なお、本項に記載した将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであり、将来生じる

実際の結果と大きく異なる可能性があります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度中において実施いたしました設備投資の総額は99百万円で、主たる投資は、デモンストレーション用検査

装置及びパソコン等の購入であります。

 　　 なお、投資総額には無形固定資産を含めております。

　　　また、当事業年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

２【主要な設備の状況】

　平成20年４月30日現在における各事業所の設備、投下資本並びに従業員の配置状況は、次のとおりであります。

事業所名
(所在地) 事業の名称 設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員
数

(人)建物及び
構築物

機械装置
及び車両
運搬具

土地
(面積㎡) その他 合計

本社

(秋田県仙北市)

検査装置製

造事業及び

全社共通

統括業務施設

生産施設
424,324 13,792

20,350

(4,530.08)
92,969 551,436

64

(4)

Ｒ＆Ｄセンター

(愛知県春日井市)

検査装置

開発事業
開発施設 6,332 148

－

(－)　
947 7,428

7

(－)　

東京オフィス

(東京都港区)

検査装置

販売事業
営業施設 1,411 －

－

(－)　
239 1,651

7

(－)　

九州サポート

センター 

(福岡県福岡市) 

保守サービ

ス事業 
営業施設 59 －

－

(－)　
171 231

1

(－)　

　(注) １．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品、建設仮勘定及びソフトウェアであり、本社の「その他」に建設仮勘

定 1,683千円を含んでおります。なお、工具器具備品及びソフトウェアの金額には消費税等を含めておりませ

ん。

２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー及びアルバイトを含みます。）は、年間の平均人

員数を( )外書で記載しております。

３．上記の他、リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

名　　称
数量
（台）

リース期間
（年）

年間リース料
（千円）

リース契約残高
（千円）

車両運搬具

(所有権移転外ファイナンス・リース)
2 5 1,203 4,241

工具器具備品

(所有権移転外ファイナンス・リース)
3 5 4,959 11,864

ソフトウェア

(所有権移転外ファイナンス・リース)
2 　4～5 2,171 5,989

３【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設

　　　　平成20年４月30日現在、重要な設備の新設の計画はありません。

(2) 重要な設備の除却等

　平成20年４月30日現在、重要な除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 33,000

計 33,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成20年４月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年７月28日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,663 10,663
東京証券取引所

（マザーズ）
－

計 10,663 10,663 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

①旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権（平成12年３月６日臨時株主総会決議）

区分
事業年度末現在

(平成20年４月30日)
提出日の前月末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数 － －

新株予約権のうち自己新株予約権

の数（個）
－ －

新株予約権の目的となる株式の種

類
普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数

(株)
　151 同左

新株予約権の行使時の払込金額

(円)
１株当たり　 100,000 同左

新株予約権の行使期間
平成14年３月７日から

平成22年３月５日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発

行する場合の株式の発行価格及び

資本組入額(円)

発行価格　　 100,000

資本組入額　　50,000
同左

新株予約権の行使の条件

・新株引受権者は当社の取締役又は使

用人でなくなったとき、新株引受権を

喪失する。

・新株引受権者が死亡した場合、本新株

引受権は、同人相続人が相続する。

・その他の条件は、当社と新株引受権者

との間で締結する契約に定める。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
・新株引受権は、第三者に譲渡すること

はできない。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権

の交付に関する事項
－ －

(注) １．新株予約権の目的となる株式の数は、決議された数から株式分割、権利の行使後の調整した株を記載しておりま

す。

　　 ２．当社が株式分割等により、発行価額(権利行使額)を下回る払込価額で新株式を発行する場合は、次の計算式によ

り調整されます。調整後、１株未満の端株が発生した場合は切り捨てるものとしております。

調整後新株数 ＝
調整前新株数　×　調整前発行額

調整後発行価額

３．当社が株式分割等により権利行使価額を下回る払込価額で新株式を発行する場合には、権利行使価額を次の

算式により調整し、調整後、１株未満の端株が発生した場合は切り捨てるものとしております。

調整後行使価額 ＝

既発行

株式数
×

調整前

行使価額
＋

新発行

株式数
×

１株当たり

払込金額

既発行株式数 ＋ 新発行株式数

②新株予約権(平成15年７月25日定時株主総会決議)

区分
事業年度末現在

(平成20年４月30日)
提出日の前月末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数(個) 　　　　　　　　　 90 89

新株予約権のうち自己新株予約権

の数（個）
－ －

新株予約権の目的となる株式の種

類
普通株式 同左
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区分
事業年度末現在

(平成20年４月30日)
提出日の前月末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の目的となる株式の数

(株)
180 178

新株予約権の行使時の払込金額

(円)
１株当たり　 200,000 同左

新株予約権の行使期間
平成17年８月１日から

平成25年７月24日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発

行する場合の株式の発行価格及び

資本組入額(円)

発行価格　　 200,000

資本組入額　 100,000
同左

新株予約権の行使の条件

・新株予約権は、発行時に割当を受けた

新株予約権者において、これを行使す

ることを要する。ただし、相続により

新株予約権を取得した場合はこの限

りでない。

・新株予約権発行時において当社又は

当社子会社の取締役及び従業員で

あった者は、新株予約権行使時におい

ても当社、当社子会社又は当社の関係

会社の役員又は従業員であることを

要する。ただし、任期満了による退任、

定年退職その他正当な理由のある場

合並びに相続により新株予約権を取

得した場合はこの限りでない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
・新株予約権は、第三者に譲渡すること

はできない。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権

の交付に関する事項
－ －

(注) １．新株予約権の目的となる株式の数は、決議された数から株式分割、権利の行使又は退職による権利喪失後の調整

した株を記載しております。

　　 ２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとしております。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとしております。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率

３．当社が行使価額を下回る払込価額で新株式を発行又は自己株式の処分をする場合には、次の算式により行使

価額を調整し、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとしております。

調整後行使価額 ＝

既発行

株式数
×

調整前

行使価額
＋
新発行株式数又

は処分株式数
×
１株当たり払込金額

又は未処分価額

既発行株式数 ＋ 新発行株式数

　　　　　　　　なお、上記算式において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数と

しております。
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③新株予約権(平成16年３月19日臨時株主総会決議)

区分
事業年度末現在

(平成20年４月30日)
提出日の前月末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数(個) 　　　　　　　　　579 同左

新株予約権のうち自己新株予約権

の数（個）
－ －

新株予約権の目的となる株式の種

類
普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数

(株)
1,158 同左

新株予約権の行使時の払込金額

(円)
１株当たり　 200,000 同左

新株予約権の行使期間
平成18年４月１日から

平成26年３月18日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発

行する場合の株式の発行価格及び

資本組入額(円)

発行価格　　 200,000

資本組入額　 100,000
同左

新株予約権の行使の条件

・新株予約権は、発行時に割当を受けた

新株予約権者において、これを行使す

ることを要する。ただし、相続により

新株予約権を取得した場合はこの限

りでない。

・新株予約権発行時において当社又は

当社子会社の取締役及び従業員で

あった者は、新株予約権行使時におい

ても当社、当社子会社又は当社の関係

会社の役員又は従業員であることを

要する。ただし、任期満了による退任、

定年退職その他正当な理由のある場

合並びに相続により新株予約権を取

得した場合はこの限りでない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
・新株予約権は、第三者に譲渡すること

はできない。
同左

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権

の交付に関する事項
－ － 

(注) １．新株予約権の目的となる株式の数は、決議された数から株式分割、権利の行使又は退職による権利喪失後の調整

した株を記載しております。

２. 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとしておりま

す。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数

について行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとしております。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率

３. 当社が行使価額を下回る払込価額で新株式を発行又は自己株式の処分をする場合には、次の算式により行使価

額を調整し、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとしております。

調整後行使価額 ＝

既発行

株式数
×

調整前

行使価額
＋
新発行株式数又

は処分株式数
×
１株当たり払込金額

又は未処分価額

既発行株式数 ＋ 新発行株式数

　　　　　　　　なお、上記算式において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数と

しております。
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④新株予約権(平成17年７月29日定時株主総会決議)

区分
事業年度末現在

(平成20年４月30日)
提出日の前月末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数(個) 　　　　　　　　　 51 同左

新株予約権のうち自己新株予約権

の数（個）
－ －

新株予約権の目的となる株式の種

類
普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数

(株)
　　　　　　　　　102 同左

新株予約権の行使時の払込金額

(円)
１株当たり　 200,000 同左

新株予約権の行使期間
平成19年８月１日から

平成27年７月28日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発

行する場合の株式の発行価格及び

資本組入額(円)

発行価格　 　200,000

資本組入額 　100,000
同左

新株予約権の行使の条件

・新株予約権は、発行時に割当を受けた

新株予約権者において、これを行使す

ることを要する。ただし、相続により

新株予約権を取得した場合はこの限

りでない。

・新株予約権発行時において当社又は

当社子会社の取締役及び従業員で

あった者は、新株予約権行使時におい

ても当社、当社子会社又は当社の関係

会社の役員又は従業員であることを

要する。ただし、任期満了による退任、

定年退職その他正当な理由のある場

合並びに相続により新株予約権を取

得した場合はこの限りでない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
・新株予約権は、第三者に譲渡すること

はできない。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権

の交付に関する事項
－ －

(注) １．新株予約権の目的となる株式の数は、決議された数から株式分割、権利の行使又は退職による権利喪失後の調整

した株を記載しております。

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとしておりま

す。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数

について行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとしております。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率

３．当社が行使価額を下回る払込価額で新株式を発行又は自己株式の処分をする場合には、次の算式により行使

価額を調整し、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとしております。

調整後行使価額 ＝

既発行

株式数
×

調整前

行使価額
＋
新発行株式数又

は処分株式数
×
１株当たり払込金額

又は未処分価額

既発行株式数 ＋ 新発行株式数

　　　　　　　　なお、上記算式において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数と

しております。
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（３）【ライツプランの内容】

 　　　　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成15年11月27日

(注)１
206 1,468 41,200 210,100 41,200 158,100

平成15年12月23日

(注)２
1,380 2,848 276,000 486,100 276,000 434,100

平成16年２月25日

(注)３
914 3,762 182,800 668,900 182,800 616,900

平成17年７月29日

(注)４
－ 3,762 － 668,900 △616,900 －

平成18年２月21日

(注)５
422 4,184 39,949 708,849 39,949 39,949

平成18年３月17日

(注)６
4,184 8,368 － 708,849 － 39,949

平成18年６月20日 

(注)７ 
2,200 10,568 559,625 1,268,474 559,625 599,574

平成18年５月１日～

平成19年４月30日

(注)８

95 10,663 5,950 1,274,424 5,950 605,524

　(注) １. 有償第三者割当　　　　　　206株

　　　　　 発行価格　　　　　　　400,000円

　　　　　 資本組入額　　　　　　200,000円

　　　　　 主な割当先は、株式会社旭商工社、他３社であります。

　　　 ２. 有償第三者割当　　　　　1,380株

　　　　　 発行価格　　　　　　　400,000円

　　　　　 資本組入額　　　　　　200,000円

　　　　　 主な割当先は、ＭＶＣグローバルジャパンファンドⅡ投資事業組合、他７社であります。

　　　 ３. 有償第三者割当　　　　　　914株

　　　　　 発行価格　　　　　　　400,000円

　　　　　 資本組入額　　　　　　200,000円

　　　　　 主な割当先は、三菱ＵＦＪキャピタル株式会社、他13社（名）であります。

　　　 ４. 損失処理による欠損てん補のための資本準備金の取崩であります。

　　　 ５. 第１回無担保新株引受権付社債の新株引受権の全部行使であります。

　　　　　 行使価格　　　　　　　189,333円

　　　　　 資本組入額　　　　　　 94,667円

　　　　　 権利行使者は、ニッセイ・キャピタル株式会社と当社代表取締役菅原雅史であります。

　　　 ６. 株式１株を２株に分割しております。

　　　 ７. 有償一般募集            2,200株

 　　　　　発行価格　 　　　　   508,750円

           資本組入額 　　　　   254,375円

　　　 ８. 新株引受権及び新株予約権の行使による増加であります。
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（５）【所有者別状況】

　 平成20年４月30日現在

区分

株式の状況
端株の
状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数

（人）
－ 7 9 37 10 － 1,375 1,438 －

所有株式数

（株）
－ 569 391 1,689 709 － 7,305 10,663 －

所有株式数

の割合

（％）

－ 5.33 3.67 15.84 6.65 － 68.51 100 －
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年４月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

菅原　雅史 秋田県仙北市 856 8.02

株式会社旭商工社
神奈川県横浜市西区北幸二丁目６番５

号
500 4.68

東北パイオニア株式会社 山形県天童市大字久野本字日光1105 500 4.68

松本　富吉 京都市中京区 490 4.59

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 316 2.96

ニッセイ・キャピタル株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目10番１号 278 2.60

ジャフコ・ジー九（ビー）号投資事業有

限責任組合
東京都千代田区丸ノ内一丁目８番２号

（株式会社ジャフコ内）
260 2.43

エイチエスビーシーバンクピーエルシー

クライアンツノンタックスストリーティ

 

（常任代理人　香港上海銀行東京支店）

8 CANADA SQUARE,

LONDON E14 5HQ,ENGLAND

（東京都中央区日本橋三丁目11番１

号）

257 2.41

ジャフコ・ジー九（エー）号投資事業有

限責任組合
東京都千代田区丸ノ内一丁目８番２号

（株式会社ジャフコ内）
228 2.13

ステートストリートバンクアンドトラス

トカンパニー505025 

（常任代理人　株式会社みずほコーポ

レート銀行兜町証券決済業務室） 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUS

ETTS 02101 U.S.A.

（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

215 2.01

計 ― 3,900 36.51

 （注）１．日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数は、すべて信託業務に係るものであります。

　　　 ２．日本生命保険相互会社並びにその共同保有者であるニッセイアセットマネジメント株式会社及びニッセ

　　　　　 イ・キャピタル株式会社から平成19年10月30日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）により、平

           成19年10月23日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末

           時点における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含まれておりません。

            なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

日本生命保険相互会社 大阪府大阪市中央区今橋三丁目５番12号 30 0.28

ニッセイアセットマネジメント

株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 166 1.56

ニッセイ・キャピタル株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目10番１号 278 2.61

計 ― 474 4.45

       ２．モルガンスタンレー証券株式会社並びにその共同保有者であるモルガン・スタンレー・アセット・マネジ

　　　　　 メント投信株式会社から平成19年１月15日付で提出された大量保有報告書により、平成18年12月31日現在

           で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末時点における所有株

           式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含まれておりません。

            なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。
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氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

モルガンスタンレー証券株式会

社

東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号

 恵比寿ガーデンプレイスタワー
－ －

モルガン・スタンレー・アセッ

ト・マネジメント投信株式会社

東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号

 恵比寿ガーデンプレイスタワー
569 5.34

計 ― 569 5.34

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年４月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　10,663 10,663 －

端株 － － －

発行済株式総数 10,663 － －

総株主の議決権 － 10,663 －

②【自己株式等】

　 平成20年４月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －
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（８）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度の内容は、以下のとおりであります。

①旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく特別決議によるもの

決議年月日 平成12年３月６日

付与対象者の区分及び人数（名）
取締役　２

従業員　26

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」①に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

②新株予約権の発行によるもの

決議年月日

平成15年７月25日開催
の株主総会及び平成15
年11月25日開催の取締
役会

平成16年３月19日開催
の株主総会及び平成16
年12月17日開催の取締
役会

平成17年７月29日開催
の株主総会、平成17年
11月18日開催の取締役
会及び平成18年２月17
日開催の取締役会

付与対象者の区分及び人数（名）
取締役　３

従業員　15

取締役　４

従業員　30

代表取締役　１

従業員　　　12

新株予約権の目的となる株式の種類

「(2) 新株予約権

等の状況」②に記

載しております。

「(2) 新株予約権

等の状況」③に記

載しております。

「(2) 新株予約権

等の状況」④に記

載しております。

株式の数（株） 同上 同上 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 同上 同上

新株予約権の行使期間 同上 同上 同上

新株予約権の行使の条件 同上 同上 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 同上 同上

代用払込みに関する事項 同上 同上 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項
同上 同上 同上
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　　　　 該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 　　　　 該当事項はありません。 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 　　　　 該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 　　　　 該当事項はありません。
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３【配当政策】

　　当社は、株主に対する長期的かつ総合的な利益の拡大を重要な経営目標と位置づけており、中間配当と期末配当の

年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております 。

　　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　　当社の外観検査装置の製造販売は、市場競争力を確保するために、製品開発の先行投資が必須であり、現在はその途

上にあります。

　　　　現在までのところ、株主に配当する利益を確保するまでにはいたっておりませんが、配当が可能となった際には、財政

状態、利益水準、配当性向等を総合的に勘案し、配当政策を検討することにしております。

  　当社は、「取締役会の決議により、毎年10月31日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定款に定め

ております。

　　　　なお、当事業年度に係る剰余金の配当はありません。 

４【株価の推移】
（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

決算年月 平成16年４月 平成17年４月 平成18年４月 平成19年４月 平成20年４月

最高（円） － － － 639,000 204,000

最低（円） － － － 176,000 59,400

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。
なお、平成18年６月21日をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事
項はありません。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年11月 平成19年12月 平成20年１月 平成20年２月 平成20年３月 平成20年４月

最高（円） 130,000 150,000 116,000 98,000 95,100 65,900

最低（円） 100,000 108,000 80,600 81,500 59,400 59,500

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

代表取締役

兼

代表執行役員

社長 菅原　雅史 昭和29年３月３日生

昭和49年４月 森永乳業株式会社入社

(注)２ 856

昭和59年１月 当社創業

昭和63年５月 当社設立

代表取締役

平成20年７月 代表取締役社長兼代表執行役員

(現任)

取締役

兼

執行役員

技術開発部長 村上　知広 昭和33年４月11日生

昭和57年４月 サンテック株式会社入社

(注)２ 84

平成12年３月 当社入社

平成12年10月 開発部マネージャー

平成12年11月 取締役開発部グループ

マネージャー

平成20年５月 取締役技術開発部長

平成20年７月 取締役兼執行役員技術開発部長

(現任)

取締役

兼

執行役員

管理部長 冨岡　喜榮子 昭和29年10月23日生

昭和48年４月 三菱電機株式会社入社

(注)２ 77

昭和59年１月 当社入社

平成９年７月 取締役

平成10年１月 取締役管理部グループ

マネージャー

平成20年５月 取締役管理部長

平成20年７月 取締役兼執行役員管理部長(現

任)

取締役 ― 松田　浩輝 昭和38年11月９日生

昭和62年４月 株式会社東海銀行

(現株式会社三菱東京ＵＦＪ銀

行)入行

(注)２ －平成10年４月 株式会社ＳＣＣ入社

平成14年３月 北林会計事務所入所(現任)

平成16年７月 当社監査役

平成20年７月 当社取締役(現任)

常勤監査役 ― 三浦　暢夫 昭和18年４月14日生

昭和42年４月 株式会社秋田銀行入行

(注)３ －
平成11年４月 秋銀不動産調査サービス株式

会社常務取締役

平成17年11月 当社常勤監査役(現任)

監査役 ― 菅原　佳典 昭和21年８月８日生

昭和60年11月 司法試験合格

(注)３ －昭和63年３月 弁護士登録

平成16年７月 当社監査役(現任)

監査役 ― 佐野　元彦 昭和30年４月29日生

昭和53年４月 稲畑産業株式会社入社

(注)３ －

昭和58年９月　 佐野薬品株式会社常務取締役　

昭和62年11月 同社代表取締役(現任)

平成６年10月 株式会社サノ・コーポレーショ

ン代表取締役(現任)

平成11年11月 株式会社サノ・ファーマシー代

表取締役(現任)

平成15年11月 株式会社サノ・ホールディング

ス代表取締役(現任)

平成20年７月　 当社監査役(現任）　

計 1,017

(注) １．監査役三浦暢夫、菅原佳典及び佐野元彦は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。　

        ２．平成20年７月25日開催の定時株主総会の終結の時から２年間　

　　　　３．平成20年７月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

４．当社は、今後の持続的な成長並びにグローバル経営を目指し、意思決定の迅速化及び業務遂行機能の強化によ
り経営効率の向上を図るため、執行役員制度を導入しております。

執行役員は次の２名であります(取締役兼務者を除く)。

執行役員生産部長 茂木　昭吾　

執行役員営業部長 渡辺　晃彦
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　　　当社は、経営の透明性の向上とコンプライアンスを徹底するため、コーポレート・ガバナンスの強化に取り組んで

おります。今後も企業価値を継続的に高めていくため、経営上の組織体制や仕組みを整備し、必要な施策を実施し

ていくことを経営上の最も重要な課題のひとつと位置づけております。

(2）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

当社は、監査役制度を採用しております。３名の社外監査役で監査役会を構成し、取締役会及び幹部会議への出

席を含め、経営に対する適切な監視を行っております。また、代表取締役社長の直轄機関として１名の要員で内部

監査室を設置し、監査役と連携を密にすることで、内部牽制機能の向上を図っております。

取締役会は原則として毎月１回開催しており、必要に応じて臨時取締役会を適宜開催しております。取締役会

では、重要事項は全て付議され、業績の進捗についても付議し、対策等を迅速に行っております。

また、意思決定機関である取締役会に対して、審議及び検討機関として、当社取締役及び各グループマネー

ジャーで構成される「幹部会議」を毎月１回開催しており、各部門の状況や販売・利益計画の進捗、予算実績の

分析、把握をするとともに、コーポレート・ガバナンスの強化に努めております。

今後はさらにコーポレート・ガバナンスの充実のために、株主総会の充実、取締役会や監査役会の一層の機能

強化を図るとともに、積極的かつ継続的なディスクローズ活動・ＩＲ活動に取り組んでいく所存であります。

(3) 内部監査の状況

　内部統制の有効性及び実際の業務遂行状況について、他のライン・スタッフ部門から完全に独立した内部監査

室が全部門を対象に業務監査を計画的に実施しております。監査結果は代表取締役社長に報告されるだけでな

く、被監査部門に対して具体的な助言、勧告を行い、その後の改善状況を確認（フォローアップ監査）することに

より実効性の高い監査を実施しております。

　また、監査役とは毎月定期的に情報交換を実施して、監査役から問題提起されたことや、監査法人からは実地た

な卸の立会いや、半期毎の会計監査の立会いを通じて提起された指導内容を、内部監査側の立場にて分析、検討を

して内部監査計画に取り入れる監査機能を強化しております。
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(4）会計監査の状況

当社は、あずさ監査法人を会計監査人として選任し、当該監査法人の監査を受けております。

当事業年度において、当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成につい

ては、次のとおりであります。

業務を執行した公認会計士の氏名、継続関与年数及び所属する監査法人

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人

指定社員

業務執行社員
山下　隆 あずさ監査法人

指定社員

業務執行社員
原田清朗 あずさ監査法人

　(注）継続関与年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

業務執行に係る補助者の構成

公認会計士 ６名

その他 ３名

(5) 会社と会社の社外監査役との利害関係

　人的関係、資本関係、取引関係及びその他の利害関係はありません。

(6) 役員報酬及び監査報酬

　第20期（平成20年４月期）における当社取締役及び監査役に対する役員報酬及び監査法人に対する監査報酬は

次のとおりであります。

役員報酬

取締役に対する報酬

（うち社外取締役）

17,478千円

　（－千円）

監査役に対する報酬

（うち社外監査役）

7,200千円

　　（7,200千円）

監査報酬

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 14,000千円

公認会計士法第２条第１項に規定する業務以外の業務に基づく報酬 －千円　

合計 14,000千円　

(7) リスク管理体制の整備状況

　リスク管理に関する方針の決定、リスクの発生防止対策等の管理体制の構築を目的にリスク管理委員会を設置

し、法令、社内規則及び企業倫理の遵守を目的にコンプライアンス委員会を設置し、それぞれ代表取締役社長を委

員長とする全社横断の委員会を設置しており、定期的に開催することで徹底を図っております。

また、顧問弁護士からはコーポレート・ガバナンス体制、法律面等についての公正かつ適切な助言、指導を受け

ております。

(8) 責任限定契約の内容

 　　　 ①社外取締役及び社外監査役

　当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結することができる旨定款に定めておりますが、責任限定契約は締結しておりません。

  　　　②会計監査人

　当社と会計監査人であるあずさ監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害

賠償責任を限定する契約を締結することができる旨定款に定めており、責任限定契約を締結しております。

　　なお、この契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が規定する最低責任限度額としております。
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(9) 取締役の定数

 　　　　 当社の取締役は７名以内とする旨定款に定めております。

(10) 取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

(11) 自己株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己株式を取得することができる旨を定

款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市場取引等

により自己株式を取得することを目的とするものであります。

(12) 中間配当

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎

年10月31日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。

(13) 株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年５月１日から平成19年４月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度（平成19年５月１日から平成20年４月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成18年５月１日から平成19年４月30日まで）の財

務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当事業年度（平成19年５月１日から平

成20年４月30日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。

３．連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成19年４月30日）
当事業年度

（平成20年４月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１.現金及び預金 　  390,175   243,761  

２.受取手形 　  337   296  

３.売掛金   1,025,403   613,012  

４.原材料   298,803   358,126  

５.仕掛品   654,902   192,839  

６.貯蔵品   1,077   885  

７.前払費用   1,049   2,399  

８.繰延税金資産   74,070   －  

９.未収消費税等   49,333   －  

10.その他   561   345  

貸倒引当金   △4,900   △2,500  

流動資産合計   2,490,814 77.5  1,409,167 69.6

Ⅱ　固定資産        

(1) 有形固定資産        

１.建物 ※１ 557,432   557,887   

減価償却累計額  115,500 441,931  146,221 411,665  

２.構築物 ※１ 50,357   50,357   

減価償却累計額  26,507 23,849  29,894 20,462  

３.機械装置  146,778   146,778   

減価償却累計額  119,019 27,759  132,922 13,856  

４.車両運搬具  2,269   1,700   

減価償却累計額  2,129 140  1,615 85  

５.工具器具備品  52,042   146,793   

減価償却累計額  32,599 19,442  61,601 85,191  

６.土地 ※１  20,000   20,350  

　　 ７.建設仮勘定   128,617   1,683  

有形固定資産合計   661,740 20.6  553,294 27.4
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前事業年度

（平成19年４月30日）
当事業年度

（平成20年４月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

(2) 無形固定資産        

１．借地権   12,980   12,980  

２. ソフトウェア   9,312   7,452  

３．その他   337   337  

無形固定資産合計   22,630 0.7  20,771 1.0

(3) 投資その他の資産        

１．投資有価証券   500   500  

２．出資金   20,167   20,167  

３．長期前払費用   2,977   2,666  

４．保険積立金   9,913   10,472  

５．その他   6,456   6,187  

投資その他の資産合計   40,014 1.2  39,992 2.0

固定資産合計   724,385 22.5  614,058 30.4

資産合計   3,215,200 100.0  2,023,226 100.0
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前事業年度

（平成19年４月30日）
当事業年度

（平成20年４月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形 ※２　  591,496   215,432  

２．買掛金   224,083   46,632  

３．短期借入金 　  300,000   －  

４．一年内返済予定長期借
入金

※１  49,680   41,300  

５．未払金   28,583   12,872  

６．未払費用   12,697   12,526  

７．未払法人税等   8,830   7,896  

８．未払消費税等   －   40,116  

９．預り金   8,357   6,280  

10．製品保証引当金   13,451   11,587  

流動負債合計 　 　 1,237,181 38.5 　 394,644 19.5

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金 ※１  199,300   158,000  

２．繰延税金負債 　  31,626   30,794  

固定負債合計   230,926 7.2  188,794 9.3

負債合計   1,468,108 45.7  583,438 28.8

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  1,274,424 39.6  1,274,424 63.0

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 605,524   605,524   

資本剰余金合計 　  605,524 18.8  605,524 29.9

３．利益剰余金 　       

(1）その他利益剰余金 　       

固定資産圧縮積立金 　 46,657   45,429   

別途積立金 　 8,000   8,000   

繰越利益剰余金 　 △187,514   △493,590   

利益剰余金合計 　  △132,857 △4.1  △440,160 △21.7

株主資本合計 　  1,747,091 54.3  1,439,787 71.2

純資産合計 　  1,747,091 54.3  1,439,787 71.2

負債純資産合計 　  3,215,200 100.0  2,023,226 100.0
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②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日）

当事業年度
（自　平成19年５月１日
至　平成20年４月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   2,254,271 100.0  2,059,634 100.0

Ⅱ　売上原価        

１.当期製品製造原価   1,633,956 72.5  1,464,247 71.1

売上総利益   620,315 27.5  595,386 28.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１.役員報酬  24,800   24,678   

２.給料手当  111,827   129,950   

３.研究開発費 ※１ 205,436   273,094   

４.減価償却費  37,958   36,027   

５.旅費交通費  28,248   23,581   

６.支払手数料  39,159   52,247   

７.貸倒引当金繰入額  4,000   －   

８.その他  103,222 554,653 24.6 79,700 619,278 30.1

営業利益又は
営業損失（△）

  65,661 2.9  △23,891 △1.2

Ⅳ　営業外収益        

１.受取利息  1,286   217   

２.補助金収入  －   2,250   

３.消費税等還付加算金  －   1,006   

４.表彰金収入  1,000   －   

５.祝金受取額  1,175   －   

６.業務受託料  －   700   

７.その他  859 4,320 0.2 597 4,770 0.2

Ⅴ　営業外費用        

１.支払利息  8,655   4,979   

２.社債利息  325   －   

３.株式交付費  13,975   －   

４.手形売却損　  500   45   

５.上場関連費用  6,970   －   

６.為替差損   4,104   1,389   

７.たな卸資産返品損　  －   820   

８.その他  977 35,509 1.6 64 7,298 0.3

経常利益又は
経常損失（△）

  34,473 1.5  △26,419 △1.3
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前事業年度

（自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日）

当事業年度
（自　平成19年５月１日
至　平成20年４月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益        

１.貸倒引当金戻入益  －   2,400   

　２.補助金収入  78,284 78,284 3.5 － 2,400 0.1

Ⅶ　特別損失 　       

１.たな卸資産廃棄損 　 －   1,708   

２.たな卸資産評価損 　 －   115,643   

３.減損損失  ※３ －   87,558   

４.固定資産除却損  ※２ 3,177   －   

５.補助金返還損  1,712 4,890 0.2 － 204,910 9.9

税引前当期純利益又は税
引前当期純損失(△)   107,867 4.8  △228,929 △11.1

法人税、住民税及び事業
税

 7,000   5,136   

法人税等調整額  51,668 58,669 2.6 73,238 78,374 3.8

当期純利益又は当期純損
失(△)   49,197 2.2  △307,303 △14.9
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製造原価明細書

  
前事業年度

（自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日）

当事業年度
（自　平成19年５月１日
至　平成20年４月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  1,785,268 82.1 831,959 57.5

Ⅱ　労務費  198,235 9.1 365,278 25.2

Ⅲ　経費 ※１ 192,130 8.8 249,581 17.3

　　当期総製造費用  2,175,635 100.0 1,446,819 100.0

　　期首仕掛品たな卸高  252,135  654,902  

　　合計  2,427,770  2,101,721  

期末仕掛品たな卸高  654,902  192,839  

　　他勘定受入高 ※２ 2,992  4,054  

　　他勘定振替高 ※３ 141,904  448,689  

　　当期製品製造原価  1,633,956  1,464,247  

(注) １．原価計算の方法として、個別原価計算による実際原価計算を採用しております。

　　　 ２．前事業年度の材料費には、たな卸資産廃棄損779千円を含めて表示しており、当事業年度の材料費には、たな

　　　　　 卸資産売却損4,147千円、たな卸資産廃棄損46,675千円及びたな卸資産評価損40,187千円を含めて表示してお

　　　　　 ります。

　　　 ３．当事業年度より、研究開発費に係る費用をすべて製造原価で計上し、他勘定振替で販売費及び一般管理費の

           研究開発費へ振替えております。これは、原価計算システムを利用して受注案件と同様に研究開発テーマ毎

　　　　　 のプロジェクト管理を厳密に行うことを目的としております。この影響により、当事業年度の当期総製造費

           用には、材料費27,283千円、労務費148,342千円及び経費89,629千円を研究開発費に係る費用として含めて表

　　　　　 示しております。

※１　主な内訳は次のとおりであります。

項目 前事業年度（千円） 当事業年度（千円）

外注加工費 68,116 68,723

旅費交通費 43,249 67,198

荷造運賃 22,152 22,748

減価償却費 27,916 44,757

製品保証引当金繰入額 13,451 11,587

消耗品費 7,005 6,415

　　　　　(注) 当事業年度より、研究開発費に係る費用をすべて製造原価で計上し、他勘定振替で販売費及び一般管

　　　　　　　 　理費の研究開発費へ振替えております。この影響により、外注加工費36,979千円、旅費交通費26,390

　　　　　　　 　千円、荷造運賃99千円、減価償却費5,095千円及び消耗品3,245千円を研究開発費に係る費用として含

　　　　　　　 　めて表示しております。

※２　他勘定受入高の内容は次のとおりであります。

項目 前事業年度（千円） 当事業年度（千円）

機械装置 2,992 －

建設仮勘定 － 4,054

計 2,992 4,054

※３　他勘定振替高の内容は次のとおりであります。

項目 前事業年度（千円） 当事業年度（千円）

研究開発費 13,286 273,094
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項目 前事業年度（千円） 当事業年度（千円）

たな卸資産評価損 － 115,643

 工具器具備品 － 53,220

 建設仮勘定 128,617 1,683

 消耗品費 － 2,314

 たな卸資産廃棄損 － 1,708

たな卸資産返品損 － 820

 その他 － 204

計 141,904 448,689
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年５月１日　至　平成19年４月30日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

純資産合計
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計固定資産圧

縮積立金
別途積立金

繰越利益剰
余金 

平成18年４月30日　残高
（千円）

708,849 39,949 39,949 － 8,000 △190,054 △182,054 566,743 566,743

事業年度中の変動額          

新株の発行 565,575 565,575 565,575     1,131,150 1,131,150

当期純利益      49,197 49,197 49,197 49,197

固定資産圧縮積立金の積立    46,657  △46,657 － － －

事業年度中の変動額合計
（千円）

565,575 565,575 565,575 46,657 － 2,540 49,197 1,180,347 1,180,347

平成19年４月30日　残高
（千円）

1,274,424 605,524 605,524 46,657 8,000 △187,514 △132,857 1,747,091 1,747,091

当事業年度（自　平成19年５月１日　至　平成20年４月30日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

純資産合計
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計固定資産圧

縮積立金
別途積立金

繰越利益剰
余金 

平成19年４月30日　残高
（千円）

1,274,424 605,524 605,524 46,657 8,000 △187,514 △132,857 1,747,091 1,747,091

事業年度中の変動額          

固定資産圧縮積立金の取崩    △1,227  1,227 － － －

当期純損失      △307,303 △307,303 △307,303 △307,303

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － － △1,227 － △306,075 △307,303 △307,303 △307,303

平成20年４月30日　残高
（千円）

1,274,424 605,524 605,524 45,429 8,000 △493,590 △440,160 1,439,787 1,439,787
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日）

当事業年度
（自　平成19年５月１日
至　平成20年４月30日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

   

税引前当期純利益又は税引
前当期純損失(△)  107,867 △228,929

減価償却費  72,358 80,784

株式交付費  13,975 －

支払利息  8,655 4,979

社債利息  325 －

受取利息及び受取配当金  △1,290 △256

補助金収入  △78,284 △2,250

補助金返還損  1,712 －

減損損失  － 87,558

固定資産除却損  3,177 －

売上債権の増減額  △861,785 412,431

たな卸資産の増減額  △513,275 402,931

製品保証引当金の増減額  10,957 △1,864

貸倒引当金の増減額  4,000 △2,400

仕入債務の増減額  434,644 △553,516

未払金の増減額  9,960 △15,711

未払消費税等の増減額  △29,801 40,116

未収消費税等の増減額  △49,333 49,333

前受金の増減額  △109,205 －

たな卸資産から固定資産へ
の振替額

 △128,617 △31,761

その他  8,899 436

小計  △1,095,060 241,883

利息及び配当金の受取額  1,296 256

利息の支払額  △8,687 △4,569

補助金の受取額  78,284 2,250

補助金の返還額  △32,885 －

法人税等の支払額  △2,820 △4,964

営業活動によるキャッシュ・
フロー

 △1,059,873 234,856
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前事業年度

（自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日）

当事業年度
（自　平成19年５月１日
至　平成20年４月30日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

   

定期預金の払戻による収入  73,765 －

有形固定資産の取得による
支出

 △307,419 △29,421

無形固定資産の取得による
支出

 △900 △1,886

出資金の出資による支出  △20,000 －

その他  △2,300 △282

投資活動によるキャッシュ・
フロー

 △256,854 △31,590

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

   

短期借入金の純増減額  80,000 △300,000

長期借入れによる収入  210,000 －

長期借入金の返済による支
出

 △250,818 △49,680

社債の償還による支出  △48,000 －

株式の発行による収入  1,117,174 －

財務活動によるキャッシュ・
フロー

 1,108,355 △349,680

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算
差額

 － －

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額  △208,372 △146,413

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  598,548 390,175

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高  390,175 243,761
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日）

当事業年度
（自　平成19年５月１日
至　平成20年４月30日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

その他の有価証券

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用し

　ております。

その他の有価証券

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

原材料

　先入先出法による原価法を採用してお

ります。

原材料

同左

 仕掛品

　個別法による原価法を採用しておりま

す。

仕掛品

同左

 貯蔵品

最終仕入原価法を採用しております。

貯蔵品

同左

３．固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、

平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）については定

額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

建物　　　　　　　７～38年

構築物　　　　　　　　15年

機械装置　　 　　 ３～12年

車両運搬具　　　　　　２年

工具器具備品　　　３～10年

取得価額が10万円以上20万円未満の

減価償却資産につきましては、３年間

で均等償却する方法を採用しておりま

す。

(1) 有形固定資産

同左

  (追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年３月31

日以前に取得した有形固定資産につい

て、改正前の法人税法に基づく減価償却

の方法の適用により取得価額の５％に到

達した事業年度の翌事業年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却し、減価償却費

に含めて計上しております。

　これによる損益に与える影響は軽微で

あります。

 (2) 無形固定資産

自社利用ソフトウェアは、見込利用

可能期間（５年）による定額法を採用

しております。

(2) 無形固定資産

同左

 (3) 長期前払費用

　　 定額法を採用しております。

(3) 長期前払費用

同左

４．繰延資産の処理方法 株式交付費は、支出時に全額費用とし

て処理しております。

―――
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項目
前事業年度

（自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日）

当事業年度
（自　平成19年５月１日
至　平成20年４月30日）

５．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　 債権の貸倒損失に備えるため、一般債

権については、貸倒実績率によってお

り、貸倒懸念債権及び破産更生債権等

については、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

(1) 貸倒引当金

同左

 (2) 製品保証引当金

　　 製品の保証期間に発生する無償保守費

に備えるため、過去の実績に基づいて

計上しております。

(2) 製品保証引当金

同左

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

同左

７．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３か月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。

同左

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

重要な会計方針の変更

前事業年度
（自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日）

当事業年度
（自　平成19年５月１日
至　平成20年４月30日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平

成17年12月９日）を適用しております。

　従来の「資本の部」の合計に相当する金額は、1,747,091

千円であります。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。 

―――
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表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日）

当事業年度
（自　平成19年５月１日
至　平成20年４月30日）

（貸借対照表）

　当事業年度において、会社法及び会社法の施行に伴う関

係法律の整備等に関する法律が施行され、旧有限会社法に

規定する有限会社に対する出資持分が有価証券とみなさ

れることとなったことから、前事業年度まで投資その他の

資産の「出資金」に含めて表示しておりました有限会社

に対する出資持分は、当事業年度より投資その他の資産の

「投資有価証券」として表示しております。

　なお、当事業年度末の「投資有価証券」に含めた特例有

限会社に対する出資持分は500千円であります。

―――

（損益計算書）

　前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示し

ておりました「為替差損」は、営業外費用の総額の100分

の10を超えたため区分掲記しました。

　なお、前事業年度における「為替差損」の金額は372千円

であります。

―――

（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 

  当事業年度より、「繰延資産の会計処理に関する当面の

取扱い」（企業会計基準委員会　平成18年８月11日　実務

対応報告第19号）を適用しております。

　これに伴い、前事業年度において、営業外費用の内訳及び

営業活動によるキャッシュ・フローの内訳として表示し

ていた「新株発行費」は、当事業年度より「株式交付費」

として表示しております。

―――
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年４月30日）

当事業年度
（平成20年４月30日）

※１　担保資産及び担保付債務

　　　　担保に供している資産は次のとおりであります。

※１　担保資産及び担保付債務

　　　　担保に供している資産は次のとおりであります。

建物  432,424千円

構築物 23,849千円

土地 20,000千円

計  476,273千円

建物  403,861千円

構築物 20,462千円

土地 20,000千円

計 444,324千円

　　　　担保付債務は次のとおりであります。 　　　　担保付債務は次のとおりであります。

一年内返済予定長期借入金 21,000千円

長期借入金 168,000千円

計 189,000千円

一年内返済予定長期借入金 21,000千円

長期借入金 147,000千円

計 168,000千円

※２　期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しています。なお、当期末日が金融

機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末

残高に含まれております。

　　　支払手形　　　　　　　　　 117,237千円

※２　　　　　　　　　―――　

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日）

当事業年度
（自　平成19年５月１日
至　平成20年４月30日）

※１　研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費

       205,436千円

※１　研究開発費の総額

273,094千円

※２　固定資産除却損の主な内容は、次のとおりでありま

す。

建物　　　                    1,463千円

車両運搬具　　　　　　　 　　　  71千円

工具器具備品　　　　　 　　   1,641千円

※２　　　　　　　　　―――

※３　　　　　　　　　――― ※３　減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 減損損失　

愛知県

春日井市
遊休 工具器具備品 87,558千円

　当社は、全社及び遊休資産を基準として減損損失を

把握するグルーピングの単位としております。

　事業活動の大幅な縮小を決定した事業に係る資産グ

ループを遊休資産として取扱い、その帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上しております。

　なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、処分価額をゼロとして評価

しております。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年５月１日　至　平成19年４月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 (注) 8,368 2,295 － 10,663

合計 8,368 2,295 － 10,663

　(注) 普通株式の発行済株式総数の増加 2,295株は、有償一般募集増資による新株式の発行による増加 2,200株及び

　　　 新株予約権の権利行使による新株の発行による増加 95株であります。

２．配当に関する事項

　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年５月１日　至　平成20年４月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 10,663 － － 10,663

合計 10,663 － － 10,663

　

２．配当に関する事項

　該当事項はありません。

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日）

当事業年度
（自　平成19年５月１日
至　平成20年４月30日）

１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

（平成19年４月30日現在） （平成20年４月30日現在）

現金及び預金勘定   390,175千円

現金及び現金同等物 390,175千円

現金及び預金勘定 243,761千円

現金及び現金同等物 243,761千円
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日）

当事業年度
（自　平成19年５月１日
至　平成20年４月30日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

車両運搬具 2,010 603 1,407

工具器具備品 22,336 6,465 15,871

ソフトウェア 4,350 1,450 2,900

合計 28,696 8,518 20,178

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

車両運搬具 3,764 1,536 2,227

工具器具備品 22,336 10,932 11,404

ソフトウェア 9,246 3,442 5,804

合計 35,348 15,911 19,436

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年内      5,653千円

１年超      15,066千円

合計       20,719千円

１年内 7,762千円

１年超 14,333千円

合計 22,096千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び支払利息相当額及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び支払利息相当額及び減損損失

支払リース料      5,127千円

減価償却費相当額      4,596千円

支払利息相当額    749千円

支払リース料 8,334千円

減価償却費相当額 7,393千円

支払利息相当額 941千円

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

５．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっております。

５．利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

同左
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（有価証券関係）

有価証券

１．時価評価されていない主な有価証券の内容

　
前事業年度

（平成19年４月30日）
当事業年度

（平成20年４月30日）

その他有価証券 　 　

　 非上場株式（千円） 500 500

２．前事業年度及び当事業年度中に売却したその他有価証券

前事業年度
（自　平成18年５月１日　至　平成19年４月30日）

当事業年度
（自　平成19年５月１日　至　平成20年４月30日）

売却額（千円）
売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

売却額（千円）
売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

300,000 － － － － －
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（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自　平成18年５月1日　至　平成19年４月30日）

 　　　　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年５月1日　至　平成20年４月30日）

 　　　　 該当事項はありません。

（退職給付関係）

①採用している退職給付制度の概要

当社の退職給付制度は、特定退職金共済制度及び中小企業退職金共済制度を採用しております。

②退職給付費用

前事業年度
（自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日）

当事業年度
（自　平成19年５月１日
至　平成20年４月30日）

当期に費用認識した拠出額 1,742千円 当期に費用認識した拠出額      1,995千円
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（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自　平成18年５月１日　至　平成19年４月30日）

　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成12年の旧商法280条ノ
19第１項の規定に基づく新
株引受権

第１回新株予約権 第２回新株予約権

 付与対象者の区分及び人数
 当社取締役 ３名

 当社従業員 25名

 当社取締役 ３名

 当社従業員 15名

 当社取締役 ４名

 当社従業員 30名

 株式の種類別のストック・

オプション数（注）１、２
 普通株式 　268株  普通株式 　200株  普通株式 1,188株

 付与日  平成12年３月６日  平成15年11月25日  平成16年12月17日

 権利確定条件 （注）３ （注）３ （注）３

 対象勤務期間
 自　平成12年３月６日

 至　平成14年３月６日

 自　平成15年11月25日

 至　平成17年７月31日

 自　平成16年12月17日

 至　平成18年３月31日 

 権利行使期間
 自　平成14年３月７日 

 至　平成22年３月５日

 自　平成17年８月１日 

 至　平成25年７月24日

 自　平成18年４月１日 

 至　平成26年３月18日

 第３回新株予約権 第４回新株予約権

 付与対象者の区分及び人数  当社従業員 12名  当社取締役 １名

 株式の種類別のストック・

オプション数（注）１
 普通株式　  76株  普通株式　  60株

 付与日  平成17年11月18日  平成18年２月17日

 権利確定条件 （注）３ （注）３

 対象勤務期間
 自　平成17年11月18日

 至　平成19年７月31日

 自　平成18年２月17日

 至　平成19年７月31日

 権利行使期間
 自　平成19年８月１日 

 至　平成27年７月28日
同左

（注）１．株式数に換算して記載しております。

 　　　２．平成18年３月17日付で株式１株につき２株の株式分割を行っており、上記ストック・オプション数は、分割

　　　　　 後の株数で記載しております。 

 　　　３．付与日以降、権利確定日（各権利行使期間の初日）まで上記付与対象者の地位にあることを要します。

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式

数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数

 

平成12年の旧商法
280条ノ19第１項
の規定に基づく新
株引受権

第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権

 付与日(取締役会決議日) 平成12年３月６日 平成15年11月25日 平成16年12月17日 平成17年11月18日 平成18年２月17日

 権利確定前　　　（株）      

　前事業年度末 － － － 76 60

  付与 － － － － －

　失効 － － － 20 －

　権利確定 － － － － －

　未確定残 － － － 56 60

 権利確定後　　 （株）      

  前事業年度末 222 200 1,176 － －

　権利確定 － － － － －

  権利行使 71 12 12 － －

  失効 － 6 2 － －

  未行使残 151 182 1,162 － －

②単価情報
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平成12年の旧商法280条ノ
19第１項の規定に基づく新
株引受権

第１回新株予約権 第２回新株予約権

 付与日(取締役会決議日) 平成12年３月６日 平成15年11月25日 平成16年12月17日

 権利行使価格　　　　　　（円） 100,000 200,000 200,000

 行使時平均株価　　　　　（円） 442,634 470,500 477,000

 公正な評価単価（付与日）（円） － － －

 第３回新株予約権 第４回新株予約権

 付与日(取締役会決議日) 平成17年11月18日 平成18年２月17日

 権利行使価格　　　　　　（円） 200,000 200,000

 行使時平均株価　　　　　（円） － －

 公正な評価単価（付与日）（円） － －

当事業年度（自　平成19年５月１日　至　平成20年４月30日）

　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成12年の旧商法280条ノ
19第１項の規定に基づく新
株引受権

第１回新株予約権 第２回新株予約権

 付与対象者の区分及び人数
 当社取締役 ３名

 当社従業員 25名

 当社取締役 ３名

 当社従業員 15名

 当社取締役 ４名

 当社従業員 30名

 株式の種類別のストック・

オプション数（注）１、２
 普通株式 　268株  普通株式 　200株  普通株式 1,188株

 付与日  平成12年３月６日  平成15年11月25日  平成16年12月17日

 権利確定条件 （注）３ （注）３ （注）３

 対象勤務期間
 自　平成12年３月６日

 至　平成14年３月６日

 自　平成15年11月25日

 至　平成17年７月31日

 自　平成16年12月17日

 至　平成18年３月31日 

 権利行使期間
 自　平成14年３月７日 

 至　平成22年３月５日

 自　平成17年８月１日 

 至　平成25年７月24日

 自　平成18年４月１日 

 至　平成26年３月18日

 第３回新株予約権 第４回新株予約権

 付与対象者の区分及び人数  当社従業員 12名  当社取締役 １名

 株式の種類別のストック・

オプション数（注）１
 普通株式　  76株  普通株式　  60株

 付与日  平成17年11月18日  平成18年２月17日

 権利確定条件 （注）３ （注）３

 対象勤務期間
 自　平成17年11月18日

 至　平成19年７月31日

 自　平成18年２月17日

 至　平成19年７月31日

 権利行使期間
 自　平成19年８月１日 

 至　平成27年７月28日
同左

（注）１．株式数に換算して記載しております。

 　　　２．平成18年３月17日付で株式１株につき２株の株式分割を行っており、上記ストック・オプション数は、分割

　　　　　 後の株数で記載しております。 

 　　　３．付与日以降、権利確定日（各権利行使期間の初日）まで上記付与対象者の地位にあることを要します。

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式

数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数

 

平成12年の旧商法
280条ノ19第１項
の規定に基づく新
株引受権

第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権

 付与日(取締役会決議日) 平成12年３月６日 平成15年11月25日 平成16年12月17日 平成17年11月18日 平成18年２月17日

 権利確定前　　　（株）      
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平成12年の旧商法
280条ノ19第１項
の規定に基づく新
株引受権

第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権

　前事業年度末 － － － 56 60

  付与 － － － － －

　失効 － － － 2 －

　権利確定 － － － 54 60

　未確定残 － － － － －

 権利確定後　　 （株）      

  前事業年度末 151 182 1,162 － －

　権利確定 － － － 54 60

  権利行使 － － － － －

  失効 － 2 4 12 －

  未行使残 151 180 1,158 42 60

②単価情報

 
平成12年の旧商法280条ノ
19第１項の規定に基づく新
株引受権

第１回新株予約権 第２回新株予約権

 付与日(取締役会決議日) 平成12年３月６日 平成15年11月25日 平成16年12月17日

 権利行使価格　　　　　　（円） 100,000 200,000 200,000

 行使時平均株価　　　　　（円） － － －

 公正な評価単価（付与日）（円） － － －

 第３回新株予約権 第４回新株予約権

 付与日(取締役会決議日) 平成17年11月18日 平成18年２月17日

 権利行使価格　　　　　　（円） 200,000 200,000

 行使時平均株価　　　　　（円） － －

 公正な評価単価（付与日）（円） － －
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（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日）

当事業年度
（自　平成19年５月１日
至　平成20年４月30日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の原因別内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の原因別内訳

繰延税金資産 繰延税金資産

繰越欠損金 102,953千円

減価償却超過額 38,292 

貸倒引当金繰入額否認 1,979 

製品保証引当金 5,434 

たな卸資産評価損否認 3,973 

未払事業税 1,527 

その他 505 

繰延税金資産合計 154,665 

評価性引当金 △80,595 

繰延税金資産の純額 74,070 

繰越欠損金 103,846千円

減価償却超過額 108,235 

貸倒引当金繰入額否認 1,010 

製品保証引当金 4,681 

たな卸資産評価損否認 26,121 

未払事業税 1,080 

その他 529 

繰延税金資産合計 245,504 

評価性引当金 △245,504 

繰延税金資産の純額 － 

繰延税金負債 繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 31,626千円

繰延税金負債合計 31,626 
固定資産圧縮積立金 30,794千円

繰延税金負債合計 30,794 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

（％） （％）

法定実効税率 40.4

（調整）  

交際費等 0.6

住民税均等割 6.5

評価性引当金の増加 6.8

その他 0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 54.4

法定実効税率 40.4

（調整）  

交際費等 △0.2

住民税均等割 △2.2

評価性引当金の増加 △72.0

その他 △0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △34.2

（持分法損益等）

前事業年度（自　平成18年５月１日　至　平成19年４月30日）

当社は、関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年５月１日　至　平成20年４月30日）

当社は、関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。

（関連当事者との取引）

前事業年度（自　平成18年５月１日　至　平成19年４月30日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年５月１日　至　平成20年４月30日）

　役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所

資本金
又は
出資金
（千円）

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有

(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等

事業上

の関係

役員 菅原雅史
仙北市

角館町
－

当社代表取

締役社長

(被所有)

直接8.0
－ －

自己株式

の取得
6,170 － －

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　 ２．自己株式の取得は、東京証券取引所ToSTNeT-2（終値取引）により自己株式を取得しております。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日）

当事業年度
（自　平成19年５月１日
至　平成20年４月30日）

１株当たり純資産額      163,846.15円

１株当たり当期純利益金額         4,755.70円

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益
 4,562.10円

１株当たり純資産額 135,026.52円

１株当たり当期純損失金額    28,819.63円

　 　

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの1株当たり当期純

損失であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算

定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成18年５月１日
至　平成19年４月30日）

当事業年度
（自　平成19年５月１日
至　平成20年４月30日）

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期

純損失金額
  

　当期純利益又は当期純損失(△)（千円） 49,197 △307,303

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△)

（千円）
49,197 △307,303

　期中平均株式数（株） 10,345 10,663

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

　当期純利益調整額（千円） － －

　普通株式増加数（株） 439 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要

――― 　旧商法第280条ノ19第１項の規

定に基づく新株引受権（新株予

約権の目的となる株式の数151

株）及び新株予約権３種類（新

株予約権の数1,440株）。

（重要な後発事象）

前事業年度（自　平成18年５月１日　至　平成19年４月30日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年５月１日　至　平成20年４月30日）

該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

 　　　　 【株式】

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証券 その他有価証券 有限会社ミネ機電販売 － 500

計 － 500

 　　　　 【債券】

 　　　　　　 該当事項はありません。

 　　　　 【その他】

              該当事項はありません。
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高
（千円）

有形固定資産        

建物 557,432 455 － 557,887 146,221 30,720 411,665

構築物 50,357 － － 50,357 29,894 3,386 20,462

機械装置 146,778 － － 146,778 132,922 13,902 13,856

車両運搬具 2,269 － 569 1,700 1,615 26 85

工具器具備品 52,042 94,750 － 146,793 61,601 29,002 85,191

土地 20,000 350 － 20,350 － － 20,350

建設仮勘定 128,617 1,683
128,617

　(87,558)
1,683 － － 1,683

有形固定資産計 957,498 97,239 129,187 925,550 372,255 77,038 553,294

無形固定資産        

借地権 12,980 － － 12,980 － － 12,980

ソフトウェア 17,152 1,886 － 19,038 11,585 3,746 7,452

その他 337 － － 337 － － 337

無形固定資産計 30,470 1,886 － 32,356 11,585 3,746 20,771

長期前払費用 2,977 － 310 2,666 － － 2,666

繰延資産        

　― － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

　 (注) １．「当期減少額」欄の（　）は内数で、当期の減損損失計上額であります。

　　　　２.　当期中の主な増加内容は次のとおりです。

工具器具備品 デモンストレーション用検査装置

製造用治工具

パソコン及び周辺機器

90,224千円

2,853千円

1,672千円

建設仮勘定 デモンストレーション用検査装置 1,683千円

ソフトウェア 自社利用ソフトウェア 1,886千円　

　　　  ３．当期中の主な減少内容は次のとおりです。

建設仮勘定 工具器具備品等への振替

デモンストレーション用検査装置の減損

41,059千円

87,558千円

　　　  ４．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。
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【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 300,000 － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 49,680 41,300 1.594　 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － －　 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 199,300 158,000 1.748　 平成22年～28年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － －　 　

その他の有利子負債 － － － －

計 548,980 199,300 － －

(注) １．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の決算日後５年間の返済予定額は次のとおりであります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 32,000 21,000 21,000 21,000

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 4,900 2,500 － 4,900 2,500

製品保証引当金 13,451 11,587 13,451 － 11,587

(注) 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 838

預金  

普通預金 242,923

小計 242,923

合計 243,761

②受取手形

(イ)相手先別内訳

相手先 金額（千円）

株式会社東京カソード研究所 296

合計 296

(ロ)期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成20年６月 296

合計 296

③売掛金

(イ)相手先別内訳

相手先 金額（千円）

株式会社エム・シー・エス 355,558

株式会社旭商工社 108,120

住友金属鉱山株式会社 69,615

セイコーエプソン株式会社 36,750

日立電線株式会社 23,632

その他 19,336

合計 613,012

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

1,025,403 2,162,615 2,575,006 613,012 80.8 138.6

(注) 当期発生高には消費税等が含まれております。
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④原材料

品目 金額（千円）

主材料 350,816

副材料 7,309

合計 358,126

⑤仕掛品

品目 金額（千円）

テープ検査装置 185,189

共通中間品 1,668

その他　 5,981

合計 192,839

⑥貯蔵品

品目 金額（千円）

事務用品等 885

合計 885

⑦支払手形

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

株式会社旭商工社 56,619

株式会社キョウデン 15,235

株式会社住田光学ガラス 13,190

林時計工業株式会社　 12,898

有限会社プレ・テック 12,699

その他 104,788

合計 215,432

(ロ）期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成20年５月 54,279

　　　　６月 58,471

　　　　７月 72,543

　　　　８月 30,137

合計 215,432

⑧買掛金

相手先 金額（千円）

株式会社旭商工社 11,745

太平貿易株式会社 7,293
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相手先 金額（千円）

株式会社住田光学ガラス 3,790

林時計工業株式会社 3,192

有限会社プレ・テック 3,177

その他 17,433

合計 46,632
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（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ５月１日から４月30日まで

定時株主総会 決算期の翌日から３ケ月以内

基準日 ４月30日

株券の種類 100株券　　10株券　　１株券

剰余金の配当の基準日 ４月30日、10月31日

１単元の株式数 ―――

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り 　

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子

公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞社に掲載する

方法により行う。

　　公告掲載URL　

    http://www.inspec21.com

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 　 (1）有価証券報告書及びその添付書類

 　　　　 第19期（自　平成18年５月１日　至　平成19年４月30日）平成19年７月30日東北財務局長に提出。

　  (2）半期報告書

 　　　　 第20期中（自　平成19年５月１日　至　平成19年10月31日）平成20年１月29日東北財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年７月27日  

インスペック株式会社    

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山下　　隆　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 原田　清朗　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているインスペッ

ク株式会社の平成18年５月１日から平成19年４月30日までの第19期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、インスペック

株式会社の平成19年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年７月28日  

インスペック株式会社    

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山下　　隆　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 原田　清朗　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

インスペック株式会社の平成19年５月１日から平成20年４月30日までの第20期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、インスペック

株式会社の平成20年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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